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本稿は，ベルリンの壁が崩壊し，世界的なパラダイ
ム転換が生じた 1990年代以降，今日に至るまでのス
イス労働関係における賃金交渉の展開過程を考察の対
象としている。スイスはヨーロッパの中央部における
小国であるが，個性的な労働関係を歴史的に形成して
きたことは周知の通りである。ここでは，労使間交渉
の中核的なテーマである賃金交渉について，ソ連・東
欧の社会主義体制の消滅によるパラダイム転換と，そ
の後のグローバリズムの席巻の中で，スイスが辿って
きたプロセスを多面的に俯瞰する。このような作業を
通じて，スイス労働関係における賃金交渉の特質と，
その変容を明らかにする。賃金に関する交渉は，労働
時間とともに，その労働関係の本質を炙りだすことに
なるが，高い安定性を誇ってきたスイス労働関係の下
での，賃金交渉に関する検討は，我が国の労働関係の
この間の変容を考える際にも示唆的である。
 スイス労働経済の推移
1．80 年代の推移
1985年から 91年までスイスの非農業部門の労働者
数は急激な増加を示した。この間に労働者数は 48万
3000人も増加し，労働力人口は 14.7％増の 376万人
に達した。このうちフルタイムの労働者の数は 7％増
えて，21万 1000人の増加となった。一方でパートタ
イムの労働者も 47％増えて，27万 2000人の増加と
なった。
新たな仕事のうち 9割までが三次産業，サービス業
に由来するものであった。これらの部門では，この６
年間に 21.5％も雇用が拡大した。一方，鉱工業では
建設部門での雇用の伸び（9.6％増）が貢献している
ものの，他の部門の減少は明らかである。製造業と建
設では 1991年の時点でなお全労働力の 34.1％を抱え
ているが，1985年の 37.8％からは低下している。他
方，公務部門の雇用は市町村で 52％，州政府で 26％，＊ 専修大学商学部教授
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連邦政府で 12.2％それぞれ増加している。公務部
門全体では郵便，電信電話，国鉄を含めて 1991年の
時点で雇用全体の 17％を占めている。この 1985年
から 1991年の間の実質的な雇用の全体の伸びは，
1992年以降の失業の急増と対照的である。（12 EIRR
231）
1990年下半期にはスイスの過熱した労働市場もク
ールオフが始まった。求人登録は減少し，1990年第
４四半期には通常の季節的な要因による増加を上回る
水準まで失業が増加した。1990年 12月には前年比で
２万 5000人，45パーセントの失業増となった。それ
でも，スイスの失業率は 1990年を通じて 1パーセン
トを超えることはなかった。求人の伸びが求職の伸び
よりも前年比で緩やかになっているということであ
る。スイスは長期的にはヨーロッパ労働市場から孤立
しては存在しえない。スイスのヨーロッパ労働市場か
らの孤立は，そこへのアクセスを必要とする国，産
業，市民の利益に反することになる。 （10 EIRR
205）
10年ごとに実施される国勢調査の結果によると，
1980年から 1990年までの間に，全体としての雇用は
増大し，失業率が低下した。（13 EIRR 233）
2．90年代前半
1991年７月の失業登録者は３万 7500人で失業率は
1.2％となった。スイスはなお OECD加盟各国中最低
の失業率を維持している。しかし， 6月末から 7月末
までの 1カ月間で失業が 2287人，率にして 6.5％も
増加した。前年 7月期の失業が 2万 1400人で失業率
0.5％であったことを考えると，この数字は相当な記
録である。スイス労働組合総同盟（SGB）の執行委員
Beat Kappelerによれば，この増加は主として労働力
のスリム化を伴った企業の合併や，生産拠点の移転を
も含むスイス企業のヨーロッパ指向や世界指向の増大
によるものである。この問題に対応するために，職業
訓練プログラムの強化と，選択的成長を促進する政策
が検討された。（ 9 EIRR 212 ）第 4四半期はさらに
生産の落ち込みを記録した。スイス航空は収益が急激
に悪化した。多くの州も財政赤字に陥った。失業率も
急激に上昇した。12月に記録した 1.9％はスイスにと
っては相当に高い水準であった。（10 EIRR 217）
失業は 1993年には約 4％も増加し，10万もの仕事
が失われた。雇用の増えたサービス部門も労働市場の
需要減の例外ではない。大手銀行と郵便事業は数千人
規模の人員整理を伴う合理化を発表している。連邦産
業通商労働省（BIGA）の調査によると，1992年第 1
四半期から 1993年同期までの一年間で，スイスの雇
用は 14万 300件も失われた。これは雇用全体の 5％
にも達する。しかし，ほぼ同じ時期（1992年 3月か
ら翌年同月）に失業者数は 7万 2600人の増加に止ま
っており，全体の失業者数は 15万 1000人である。こ
のことは， 7万人もの労働者が失業登録も失業手当の
給付申請もしないで，労働市場から撤退し，非労働力
化したことを示している。
この現象については多くの原因が考えられ，外国人
労働者が本国に帰国したこと，また一部のカテゴリー
（女性や高齢者）の労働者が剰員となった結果，就労
をあきらめ，失業登録もしなかったこと，などによ
る。もう一つ，失業登録が失業給付適格の労働者だけ
を組み入れているため，長期の失業者を除外する結果
となっていることがあげられる。
製造業では，この期間に雇用は 6％も減少し，建設
業でも 8.1％の減となった。一方でサービス業も 4％
の下落を経験している。化学部門の雇用は堅調に推移
しており，仕事が失われることもなかった。（11 EIRR
234）
1994年の上半期にスイスの失業率はようやく低下
を始めた。5.1％を頂点として 4月には 4.9％まで低
下した。しかし，第 1四半期における数値ではフルタ
イムの仕事が前年比で 5万 4000件も減少した。
これらの数値は政府から，労働市場の改善傾向を示
す兆候として歓迎された。しかし，労働組合は，長期
失業が継続的に増加しており，失業の期間が 1年以上
にも及ぶ者の割合が 28％にも達していることを懸念
した。失業手当受給者のなかで未熟練者の占める割合
も増大している。失業手当の受給期間が経過してしま
った者は，結果として失業統計から排除されてしまう
ことになる。（13 EIRR 246）
国内経済における労働生産性は年率 2％の改善がな
された。これに伴う賃金の引上げが，スイスの国際競
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争力を悪化させると心配する向きもあるが，概ね EU
各国とも 1995年度は 2.5％をこえる賃上げ交渉に直
面するため，取り越し苦労と見られた。一部の労働組
合の中には，失業を減らす観点から，実質賃金の引上
げよりも労働時間の短縮を指向している。（13 EIRR
250）
3．90 年代後半
1997年１月の失業者数は 20万人を突破し，1930年
代以来の初の高水準に達した。スイス経済におけるイ
ンフレ下の不況も 7年目に入った。スイスの失業者数
は１月に 20万 5500人を記録し，失業率は 5.7％とな
った。前年１月の失業者が 16万 4600人で失業率 4.5
％であった。さらに 1990年は失業者が１万 6000人し
かいなかった。97年の時点でも，スイスの失業率は
なおヨーロッパ最低にとどまっているが，失業率の増
大は大きな懸念材料となっている。利子率の低下やス
イスフランの下落などで 1997年末までに景気の回復
が期待された。（13 EIRR 278）
政府の調査によると，1998年には，給与の平均的
な水準は1994年以来の3％の上昇となった。しかし，
公務員部門の賃金は僅かに 0.8％の上昇に止まった。
全産業における労働者の総賃金月額の平均水準は，週
40時間を基準として，5000フランに達した。これは
1994年の賃金統計と比べて全体として 3％の賃金上
昇に相当する。その内訳は製造業で 3.4％，サービス
業で 2.9％などであった。（12 EIRR 296）
4．2001 年以降
競争の激化や受注の減少などの不確かな経済環境と
景気の沈滞などもあり，2001年 9月の米国同時テロ
以降，経済の後退は明らかになった。（Ackermann
2002）スイス経済の悪化が進み，さらに 2003年の医
療保険や年金の掛け金の値上げによって困難な状況が
生じた。（Ackermann 2004）
スイス経済は輸出部門と国内部門とに 2分割されて
おり，近年，輸出関連の企業は高成長を享受してい
る。実際に 2004年の輸出伸び率は 6.6％を記録して
おり，2005年も 3～ 4％の伸びが期待されている。
しかし，国内消費は 2004年で僅かに 1.3％の伸びに
止まっており，2005年も不振が予想されている。こ
れは公的部門での経費削減による下降圧力の増大が影
響しているものと見られている。輸出部門では実質的
に収益が増加しているにもかかわらず，実質賃金の伸
びは停滞している。（15 EIRR 380）
 ナショナルセンターの賃金交渉
1．90 年代前半の賃金交渉
1991年の高水準の賃上げにより，経済に対するイ
ンフレ圧力を高めることが懸念された。ナショナルセ
ンターであるスイス労働組合総同盟（SGB）はインフ
レ調整手当に関する交渉の開始を検討し始めた。（10
EIRR 213）
1992年の賃金交渉は，相対的に高いインフレ率
（5.5％）と 1991年第 4四半期に経験した生産の落ち
込みにより，一段と困難な状況になった。（10 EIRR
217）
1992年度の賃上げは平均で 3％に達せず，実質賃
金は減少した。（13 EIRR 229）
スイスの 1993年の賃金交渉の平均妥結額は率にし
て 2.6％の引上げに止まっており，インフレ率をほぼ
1％下回っていた。（13 EIRR 239）
1994年の秋期賃金交渉では，インフレ調整手当と
の関係で 2.5～ 3％の賃上げ交渉が必要となった。こ
の数値は国内経済における労働生産性の改善に見合っ
た適切なものであるとSGBは主張している。（13EIRR
250）
1994年の賃金交渉は，インフレ率（1994年末で
0.4％）を上回る賃上げを実現した，一方で，個人の成
果に対応した形の賃金の引上げがはっきりしてきた。
また，労働協約の有効期間を 1年以上の長期に設定す
るものが増えた。（11 EIRR 259）
1995年の賃金交渉は労組にとっては遺憾な結果に
終わった。多くの協約は生計費の上昇分の補填に失敗
し，いくつかの業種では新協約の締結自体に失敗して
いる。1995年は年間を通じて消費者物価が急激に上
昇し，インフレが進行した。これは年初におけるVAT
（付加価値税）の導入によるところが大きい。上昇分
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の 1.1％はこの導入によるものと見られている。使用
者側は，VATの導入による超過負担分は労働者側で
負担すべきであるとする主張を一貫して維持した。
労働組合は生計費上昇分 3％の補填とともに，生産
性の向上分にともなう収益の配分を要求している。し
かし，使用者側は強いフランに伴う輸出価格の引下げ
圧力を被っており，労組の要求には応えにくいとする
主張を維持し続けた。経済関係担当省庁の予測による
と，1995年の平均賃上げ率 0.8％に対して 1996年は
1.5％程度の賃金上昇が見込まれた。（13 EIRR 264 Jan
1996）
2．90 年代後半の賃金交渉
1996年には，賃金の引下げが多くの産業部門に広
がった。雇用保障と引き換えに賃金の引下げがなされ
るようになった。（13 EIRR 271）
スイスの 1996年の賃金交渉で，使用者側は賃金水
準を低位で維持することに成功し，労働組合は生計費
の増加分の確保に失敗した。1996年の交渉では，よ
りギブ＆テイクの態度がはっきりしており，使用者側
はコストダウンの継続を主張し，労働組合側は失業の
増大という文脈のなかで剰員解雇の回避を義務づける
協定を締結するために尽力した。
1996年に締結された協約のなかには以下の傾向が
現れている。①年次毎に賃金交渉が行われる産業部門
では，賃金の物価調整（Teuerungsausgleich）と実質
ベースでの賃金引上げ（Reallohnerhöhung）が一つの
争点となっているが，賃金の物価調整は労働時間の短
縮との取引材料となった。②自動的な物価調整を盛り
込んだ賃金交渉の件数は減少を続けており，10年前
には，主な労働協約がこれを含んでいたこととと対照
的である。③多くの賃金条項は個人の成果に対応した
賃金を含むようになった。（30 EIRR 280）
1997年度の賃金交渉では，労働側は賃金制度の弾
力化の進行を受け入れる見返りとして，使用者に対し
て他の分野での譲歩を求めた。もっとも顕著なものは
剰員解雇を避けるための特別の協定の締結であった。
（Ackermann 1998）
労働組合は，使用者団体の内部での苛立ちと緊張の
高まりを指摘している。使用者側は厳しい経済環境が
続いていることと，生産コストの上昇が直ちに産業の
競争力を損ねることを根拠に，交渉における自らのス
タンスを正当化し続けた。（29 EIRR 292 ）
1998年の賃金交渉では，労働者側はほとんどの労
働協約で賃金の購買力の維持に成功した。実質賃金も
全産業平均で 1.5％の引上げとなった。SGBのまとめ
によると賃金の購買力は維持されたが，これは年間を
通じて 0.1％という低いインフレ率によるものであっ
た。（12 EIRR 304）
スイス労働総同盟の傘下の各労組は 2000年度の賃
金交渉に向けて 2～ 4％の賃上げ要求を 1999年秋に
行った。推定インフレ率は 1％程度であった。一部の
労働組合ではさらに 1～ 3％程度の実質賃金の引上げ
を要求し，病院関係でも新労組 Uniaは全労働者を対
象にした 300フランの賃金引上げを呼びかけた。（11
EIRR 311）
1999年度の賃金交渉では，ナショナルセンターで
ある SGBが 2000年 2月に行った傘下産別の労働協約
の締結状況に関する調査によると，1999年度の賃金
交渉は 1998年度と同様に一般に低い水準での妥結と
いう特徴が見られた。（GB―Gewerkschaften，nr 69）
スイス労働総同盟傘下のほとんどの組合は購買力の
完全な復元と 0.5～ 3％の実質賃金の引上げを求め
た。また労働組合は，この賃金の引上げを個人ベース
ではなく集団ベースで行うことを要求した。労組は全
ての労働者に対して賃金の最低月額 3000フランを保
障するよう要求した。（30 EIRR 317）
1999年の賃金交渉は，建設，印刷，空港などで多
くのストライキやその他の争議行為が発生し，最も困
難な交渉の一つとなった。2000年度の賃金交渉は，
建設産業における新たな枠組み協約に焦点が絞られる
ことになり，交渉は GBI労組との間で行われること
になった。（32 EIRR 317）
2000年の賃金交渉でスイス労働総同盟（SGB）
は，一律最低 3.5％の賃上げ要求を行った。SGBによ
ると前年の賃金の引上げは僅か0.2％に止まった。（12
EIRR 320）
SGBは 2000年秋に団体交渉における要求事項を明
示するための大規模なデモ行進を呼びかけた。要求事
項の中には月賃金の最低額を 3000フランとすること
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や，一律のインフレ調整，年金の削減なしに 62歳で
退職できる弾力的な制度，スイスコム（電信電話公
社）の民営化に全面的に反対することなどが含まれて
いた。このデモはベルンにおいて全国動員で実施さ
れ，「皆のための前進」をスローガンにして交渉にお
ける要求の実現を目指した。（13 EIRR 322）
スイス労働総同盟は 2000年 10月に開催された大会
で，公務員制度改革の撤回を政府に求める決議を採択
した。連邦政府公務員の労働権に関する立法案の撤回
を求める声明には，SGBの基本的な要求が盛られて
おり，これを訴えて 11月に大規模なデモ行進が行わ
れた。（13 EIRR 323）
SGBは 2000年の交渉を通じて低賃金の問題に焦点
をあてた。スイス労働総同盟の賃金関係の具体的な要
求は４項目に集中している。すなわち，①自動的な生
計費の賃金調整（Teurungsdusgleich），②１～3％の
実質賃金の引上げ，③個人ベースよりも均一の賃上げ
に焦点をあてる，④賃金月額は最低でも 3000フラン
とする，などである。（Ackermann 2001）
3．21 世紀の賃金交渉
スイス労働総同盟は賃金交渉における要求項目を発
表し，2001年は実質的な賃金引上げを焦点に据え
た。賃金の個人ベース化の傾向を阻止することにも重
点が置かれた。また，中低所得層の賃金の引き上げも
強調された。賃金交渉では一律 5％の賃上げを確保す
ることが共通目標として掲げられた。
SGBの低賃金部門の調査研究は，スイス国内に相
当数のワーキングプアー（働く貧困層）が存在するこ
とを指摘した。（13 EIRR 332）
スイス労働組合総同盟は 2000年の交渉と同じく
2001年の交渉でも同一の 4項目に焦点を絞った賃金
交渉を行った。2001年 9月の米国同時テロ以降，経
済の後退と不確実性が高まった。（Ackermann 2002）
スイス労働組合総同盟がまとめた 2002年及び 2003
年 2月までの賃金交渉の妥結によると，多くは 1～ 2％
で妥結しているが，ゼロ回答となったところも少なく
なかった。
労働側は 3％の賃上げを要求したが，経済環境の悪
化もあり，金属や銀行では低めの要求に切り替えた。
この年の要求も 4項目設定され，自動的な生計費調
整，実質 1～ 2％の賃上げ，個人ベースではなく一律
の賃金引上げ，月賃金の最低額をすべて 3000フラン
以上とすることとなっていた。（27 EIRR 352）
スイス労働総同盟傘下の各組合は 2003―04年度の交
渉において，生計費調整込みで 2～ 3％の賃上げを要
求した。2003年 12月に最初の交渉が妥結した。賃金
協定の中身は産業によっても，また部門内でも多様で
ある。労働組合の月額 3000フラン以上の最低賃金を
確立するキャンペーンは進展したが，なお輸送や煙草
などの産業が低賃金部門として残っている。2003―04
年度の賃金交渉では概ね生計費調整分を確保した。し
かし，この積極的な成果も今後行われる医療保険や年
金の保険料値上げを考慮に入れると，容易に相殺され
てしまうと見られていた。（12 EIRR 361）
この年の賃金交渉では，スイス経済の悪化にともな
い，これまでよりも相当に交渉力が低下した。ほとん
どの産業で厳しい交渉をしいられた。（Ackermann
2004）
スイス労働組合総同盟は 2004年度の賃金交渉の詳
細を明らかにしたが，それによると，過去数年と同じ
く，労働側は 2～ 3％の賃上げ要求を行ったが，ほと
んどの産業で平均的な妥結水準は 2％にとどまった。
労働組合が熱心に阻止しようとしてきた一つの傾向
は賃金引上げの個人ベース化である。この領域では労
働組合は 2000年度の交渉で初めて顕著な成果をおさ
めた。2004年度の交渉でも，この観点からは成功で
あったと SGBは評価している。（SGB 2004）
サービス部門の新労組 Uniaは，2005年の賃金交渉
で，実質賃金の引上げを要求する意向で，これにより
消費者の需要を刺激するとともに，労働者が購買力の
毀損を被ることのないようにする。同労組は 2005年
8月に採択した方針の中でこの要求を掲げた。
輸出部門では実質的に収益が増加しているにもかか
わらず，実質賃金の伸びは停滞していると同労組は指
摘している。2005―06年の賃金交渉では実質賃金の引
上げを要求し，労働者が購買力の上昇という利益を得
られるようにするとともに，国内消費需要を喚起する
としている。このため，産業により 1.5～ 3％の賃上
げを要求し，さらにインフレ補填のための 1％の賃上
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げも求めることになった。従って全体としての賃上げ
要求は 2.5～ 4％の範囲になる。新労組 Uniaは建設，
製造，繊維，食品，小売，観光，化学，薬品，運輸など
の産業の労働者を代表している。これらの産業では，
複数年度にわたる協約を締結する例が増えて来た。
また，Uniaは産業全体に機能するよう労働協約の
拡張をすすめ，適切な最低賃金の設定を行っている。
月賃金の最低額を 3000フランとし，未熟練の労働者
には 3300～3400フランを，熟練者には 4000フランを
最低でも支払うことを要求している。（15 EIRR 380）
 産別賃金交渉の展開
1．公務員関係
（1）90年代前半
1985年から 91年までの雇用統計では，公務部門の
雇用は地方自治体で 52％，州政府で 26％，連邦政府
で 12.2％それぞれ増加している。公務部門全体では
郵便，電信電話，国鉄を含めて 1991年の時点で雇用
全体の 17％を占めている。この 1985年から 1991年
の間の実質的な雇用の全体の伸びは，1992年以降の
失業の急増と対照的である。郵便事業は数千人規模の
人員整理を伴う合理化を発表している。（12 EIRR
231）
国家公務員部門の労働組合は，予定されていた 3％
の賃上げの実施時期が 1991年半ばから同年末に延期
延期されたことに反発して，禁止されているストライ
キを構えた。一方，政府当局は賃金交渉にあたって一
定の譲歩を示し，連邦レベルでは，インフレ調整手当
（Teurungsausgleich）の支給を前倒した。ジュネーブ
州政府はインフレの亢進に伴う購買力の減退をカバー
する追加的な手当の支給を行った。（11 EIRR 206）
スイス労働組合総同盟（SGB）傘下の公務員部門の
労働組合である VPODは，1991年の交渉で，地方政
府がインフレ調整手当の支給を拒否したことに抗議し
て，首都ベルンの議会前でデモ行進を実施した。労組
の試算によれば，インフレ調整が実施されなかった場
合，年間で組合員の実質賃金は 2000フラン減少す
る。（10 EIRR 213 Oct 1991）
1992年度の賃上げはインフレを下回った。公務部
門にとって実質賃金の減少はこの 10年間で初めての
ことである。公務員労組 VPODによると，300の地
方自治体で自動インフレ調整手当を廃止した。いくつ
かの州は，なお少額のインフレ手当を支給している。
例えばベルンは 0.8％の手当を支給しており，連邦政
府及び郵便，電信電話，国鉄は 3％を支給した。（13
EIRR 229）
1993年のインフレ率は 3.4％を記録し，大部分の賃
金労働者とサラリーマンは 1994年度において実質賃
金の低下を余儀なくされることになった。1993年の
秋期の賃金交渉では，多くの州の公務員もインフレ率
の半分程度の賃上げしか実現できなかった。連邦政府
も，議会に対して連邦政府公務員の賃金を 1.7％だけ
引き上げる法案を提出した。
スイス国鉄は車掌の 40％，約 1000人の削減を計画
しており，また郵便，電信電話事業でも職員の削減を
予定している。労働組合は 11月に反対のためのデモ
を呼びかけたが僅かに数千人の参加者があっただけで
あった。（13 EIRR 239）
1994年の賃金交渉では，民間部門ではインフレを
上回る賃上げを実現したが，公務部門の労働者は購買
力の低下に直面することになった。 6の州と 12の地
方自治体で実質賃金が引き下げられた。チューリッヒ
では 13か月目の賃金の 3分の 2がカットされた。こ
れは賃金の5.2％の引下げに相当する。（11EIRR259）
1995年の賃金交渉は労組にとっては残念な結果に
終わった。連邦政府及び各地方自治体の当局も賃金の
凍結または 0.5％の引上げだけを希望しており，チュ
ーリッヒでは賃金のカットが実施された。（13 EIRR
264）
（2）90年代後半
1996年度の賃金交渉では公的部門での賃金カット
が進行した。公的部門では労使関係は公法によって規
制されるため，民間における団体交渉の成果が，公的
部門には拡張されることはない。連邦政府は賃金の物
価調整を実施せず，地方における公的部門もこれに続
いた。しかし，一部の自治体では，大都市を中心に
0.7～0.8％程度の賃金の物価調整が行われた。
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1997年 1月から連邦公務員に対する賃金引上げは
一般的に 25％カットされ，スイス国鉄（SBB）の従
業員は 50％カットをうけた。SBBの従業員はこれに
抗議し，鉄道労組（SEV）はボーナスの増額を求める
交渉を行った。結果として，成果に準じた実質賃金の
引上げが合意された。連邦公務員の賃金引上げも成果
に対応したものとなったが，段階的な賃金表の枠組み
のなかで実施された。この賃上げは連邦公務員で採用
後 8年から 10年，国鉄職員で採用後 8年から 12年の
段階で賃金に改善の効果をもたらした。子どものいな
い既婚者に対する家族手当は廃止され，公務員の初任
給の水準も 10～15％引き下げられた。上級職公務員
及び行政官も 1～ 2％程度の賃金引下げが行われた。
連邦の議員及び裁判官も 3％の賃金カットとなった。
（30 EIRR 280）
1996年の賃金交渉では，公的部門の使用者側は歳
出の削減を求められ，厳しい財政状況にあることをア
ピールした。また，公務員の労働条件を民間と横並び
にすることも求めた。（31 EIRR 280）
1997年度の賃金交渉でも，公的部門の使用者側
は，厳しい財政状況にもとづくタイトな予算実態を指
摘して，経費削減のために民間の労働条件に準拠する
ことが必要だとした。（29 EIRR 292）
政府の調査によると，1998年には，公務員部門の
賃金は僅かに0.8％の上昇に止まった。（12EIRR296）
1998年の賃金交渉では，労働者側は，ほとんどの
労働協約で賃金の購買力の維持に成功した。一方，公
的部門は郵便，国鉄，地方政府とも賃金の改善は見ら
れなかった。公的部門でも争議行為が行われるように
なり，アールガウ州ではコスト削減計画の実施を阻止
するための争議行為が繰り返された。（12 EIRR 304）
1999年度に向けた賃金交渉では，労組 VPODは当
局に対して，雇用の創出と保護，賃金の引下げをしな
いこと，賃金の購買力の実質的な引上げなどを要求し
た。（12 EIRR 297）
2000年度の賃金交渉に向けて，公務員部門では労
組 VPODが賃上げ要求を行った，当局側は一層の経
費削減を示唆している。（11 EIRR 311）
1999年に政府は物価調整分 1％と年金掛け金の引
上げ分 1％について賃金の改訂を行った。上級職を対
象とした賃金カットはこの年は行われなかった。優秀
な成績をおさめた国境警備隊員に対して 1200フラン
を上限とする特別給与の支給があった。地方政府でイ
ンフレ率をこえる賃金の改訂を行ったところはなかっ
た。シャフハウゼン州及びアールガウ州では 2％の賃
金改訂を実施したが，内訳は個人ベースが 1.3％，一
律分は 0.7％に止まった。
スイス国鉄（SBB）では画期的な週 39時間労働を
獲得したこともあり物価調整のための賃上げ要求は差
し控えることで合意した。しかし，若年労働者の初任
給水準については物価上昇による影響が大きく現れる
ことから若干の引上げが行われた。
郵便事業では 1.3％の特別賞与を下限 800フランと
して 2000年 3月に支給することで合意した。さらに
賃金の構造調整分 0.5％と個人の成果に対応した賞与
も支給されることになった。（32 EIRR 317）
1999年の賃金交渉は，困難な交渉の一つとなっ
た。公的部門では多くの地方政府の職員が争議行為を
行った。ヌーシャテルの州職員は個人の成果に対応し
た賃金制度の導入に対して抗議活動を行い，ヴァドゥ
ーツ及びジュネーブの各州の職員とローザンヌ小児病
院の事務職員は賃金引下げに抗議して一斉にデモ行進
を行った。
公法の規制を受けている郵便職員を対象とする「初
の労働協約」を締結するための交渉を通信労組が始め
た。（32 EIRR 317）
（3）2000年以降
SGBは 2000年秋に団体交渉における要求事項を明
示するための大規模なデモ行進を呼びかけた。要求事
項の中にはスイスコム（電信電話公社）の民営化に全
面的に反対することなどが含まれていた。このデモは
ベルンで全国からの動員を行って実施された。
公務員関係の要求では，連邦政府職員の労働権に関
する立法案に反対することに力点が置かれた。SGB
はこの法案が公務員の労働条件を悪化させることを懸
念している。また，市町村，州，連邦における公務員
の賃金凍結や賃金カットにつながる財政支出の削減に
も反対した。（13 EIRR 322）
2000年 10月に開催されたスイス労働総同盟の大会
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で，代議委員は公務員制度改革を政府が撤回すること
を求める運動を起こす決議を採択した。連邦政府公務
員の労働権に関する立法案の撤回を求める声明には，
SGBの基本的な要求項目が盛られており，これを訴
えて 11月に大規模なデモ行進が行われた。
SGBはこの改革が，公務員に止まらず，民間労働
者の労働権を堀崩す端緒になるとして，抗議してい
る。政府が公正かつ進歩的な労働者の労働条件の守護
者であり続けることによって，他の全ての使用者の模
範となることを求めた。
政府の計画が実現すると，上級職の高給を支払われ
ている公務員の賃金が上がる一方で，低賃金の職員
は，ほとんどがマイナスの影響をうけ，月賃金の最低
額は 3000フランを下回ることになる。この最低賃金
3000フランは SGBの中心的な要求項目の一つであ
る。
また労働組合は，この立法案が大規模な剰員解雇に
結びつくとして抗議している。また，この計画は，公
務部門の一定の領域の民営化を促進することによっ
て，スイスの公共サービスに正面から攻撃を仕掛ける
ものであると批判した。スイス労働総同盟は，2000
年 11月末の国民投票で全ての労働者がこの立法案に
反対投票をするよう呼びかけた。（13 EIRR 323）
2000年の交渉では，全ての州の地方公務員に対し
て生計費調整分が全額支給されることになった。唯一
の例外はヌーシャテル州であった。同州では職員の厚
生のために 1000フランの賞与が支給され，月賃金の
最低額も 3000フラン以上に引き上げられた。給与の
引上げ幅は 1～ 6％の範囲におよび，多くは 2.5～ 4
％の範囲にある。多くの州で一律の賃上げを行い，こ
れまでの賃金カットや凍結で毀損された賃金部分の補
償が行われた。
多くの協約には 1～ 3％の生計費調整分が含まれて
おり，さらに個人ベースや一律分などの様々な要素が
これに加えられている。労働組合は一律の賃上げに熱
心であり，この目標の相当部分を達成した。この結
果，個人ベース単体での賃上げは 3州に止まった。ま
た，介護担当者の賃金は少なくとも 7州で顕著な改善
が見られ，アペンツエル州では 7.7％まで引き上げら
れた。労働組合はこれを労働市場がタイトであること
と，保健関係専門職員の動員を強化したことによるも
のであったと見ている。（35 EIRR 329）
2001年の賃金交渉では，連邦政府の職員に対し
て，一律 2.3％の賃上げが行われた。このうち 1％は
物価調整分であり，1％は臨時賞与であって，残りの
0.3％が地域調整分であった。（17EIRR 341）
公務員関係の労働組合 VPODは，2002年の交渉で
連邦レベルで一律 1％の賃上げを要求した。しかし組
合員からは不十分であるとの批判が上がった。州レベ
ルでの一律の賃上げも 1％に止まり，多くの抗議が行
われた。抗議活動はフランス語圏で伝統的に盛んだ
が，今回はドイツ語圏にも広がった。市町村の職員は
個人ベース分と一律分を含めて 1～ 2％の賃上げを獲
得した。（29 EIRR 352）
2003―04年度の交渉において，公務員関係では全職
員に 0.8％の賃上げが行われた。（12 EIRR 361）
2．化学産業の賃金交渉
（1）90年代前半
1993年秋の賃金交渉で化学産業労使は， 4％の賃
上げで合意した。（13 EIRR 239）
1994年の賃金交渉は，個人の成果に対応した賃金
の引上げの傾向がはっきりしてきた。
バーゼル地域の化学産業の新協約は，0.5％のイン
フレ調整手当を支給するとともに，個人ベースでも
1％の賃上げを実施することになった。（11EIRR259）
1995年の賃金交渉では，バーゼル地域の化学産業
では，インフレ調整手当 1.5％を含む協約が締結され
た。サービス部門の使用者には，個々人の成果に見合
った個人ベースの賃金決定という一つの傾向が見られ
る。化学産業大手チバ社では 24％まで賃率の変動を
可能にしている。（13 EIRR 264）
化学産業の 1995年に実施された協約交渉は，多く
の部分で使用者側の勝利のうちに終了した。これまで
のスイスの労働協約のなかでは，常識と考えられてい
た自動的な賃金調整条項も廃止された。使用者は賃金
交渉の第 1段階において労働組合を排除することにも
成功した。使用者は多くの部分を個人別の賃上げに移
行することによって，賃金面での弾力性を管理できる
ようにした。労働組合は，会社側が高い収益をあげな
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がら，その利益を労働者側に配分しようとしないこと
に抗議するとともに，このような交渉のあり方を遺憾
とした。労働組合はスト権確立のための投票を実施し
たが組合員の賛成投票は 25％に止まった。ロッシュ
社の支部では 1日ストを実施したが，労働者の広範な
支持は得られなった。（13 EIRR 266）
（2）90年代後半
スイスの 1996年の賃金交渉で，化学産業はバーゼ
ル地域の労働協約において，1.3％の賃金の物価調整
が行われたが，そのうちの 0.6％は個人の成果に対応
した賃金の引上げとなっている。化学産業の EMS社
では妥結した 1.2％の賃上げの全額が個人ベースの成
果に対応したものとされた。同じく化学大手のロンザ
ヴィスプ社は 2.1％の物価調整による賃金の引上げを
行ったが，そのうちの 1.1％は個人の成果をベースと
した配分を行うことになった。（30 EIRR 280）
1999年度に向け，バーゼル地域における化学産業
では 1998年８月に賃金交渉が企業レベルで開始され
た。労組 GBIは，各組合代表が 2～ 3％の賃上げ要
求をすることを推奨した。労組 GBIの書記長 Hans
Schäppiは，この要求は，これまで労働組合が賃金の
弾力化で合意をしてきた見返りとして当然のことであ
るとしている。（12 EIRR 297）
2000年度の賃金交渉に向けて化学産業の労組 GBI
は，これ以上の賃金引上げの個別化の進展を阻止する
ために 1～ 4％の全体的な賃金の引上げを要求した。
（11 EIRR 311）
化学産業の労組 GBIは 1999年の賃金交渉において
3～ 5％の賃上げを要求した。ロシュ社の労働側は個
人べースで 2.5％の引上げで妥結した。一方，CSC社
はインフレ調整分 1％含む，1.8％で妥結した。BL社
の労働側は 1.5～1.9％の集団的な賃上げを 500フラン
～1000フランの賞与とともに獲得した。CILAG社の
労働側は個人ベースで 1.5％の賃上げとインフレ調整
分 1.2％の引上げで妥結した。ロンザ社の労働側は，
1.5％プラス賞与の引上げという回答を得たが，妥結
には至らなかった。
ノヴァルティス社の賃金交渉では，労働組合は
3.5％の賃上げを全体として要求しており，そのうち
1.5％は集団的な賃上げ部分とし， 2％を個人ベース
の引上げとした。しかし，経営側の回答は 1.75％プ
ラス成果に対応した賞与の支給というものであった。
労組はこの回答を拒否し，2000年度には 3分の 2を
集団ベースで支払うことを要求した。成果対応型の賃
金ベースの下で過去 3年間に労働者の４分の１が昇給
していなかった。（30 EIRR 317）
2000年度の賃金交渉は，インフレ率を凌ぐ賃上げ
を実現したことが大きな特徴である。賃金の引上げは
一律の賃上げと個人ベースの賃上げを合わせたものが
多く，特に個人べースの賃上げは化学産業では支配的
である。（Ackermann 2001）
化学産業では，GBIは，2000年の賃金交渉で 3～
5％の賃上げ要求を行い，賃金の一律引上げと個人の
インセンティブに働きかける形の賃金の抑制を企図し
た。しかし，この目的を達成することはできなかっ
た。ノヴァルティス社の賃金交渉では 4回連続で交渉
の妥結に至らなかった。労働組合は 4.5％の賃上げを
要求するとともに，従業員の多数が反対している新た
なボーナス制度の導入について再考を促している。使
用者側は回答を改めることはなく，労組は最終的にこ
れを拒否することになった。労組の抗議も会社の姿勢
を改めるまでには至らなかった。（33 EIRR 329）
（3）2001年以降
2001年度の賃金交渉において化学産業では，会社
ごとに個人の成果に対応した形の賃上げが行われた。
大手ロシュ社では個人ベース 2.5％の賃上げが行わ
れ，月賃金の最低額が 60フラン引き上げられた。ま
た，年間で 2か月分の賞与が支払われることになっ
た。ノヴァルティス社では個人ベース 3％の賃上げ回
答が労組によって拒否され，労組は一律分 2％を上乗
せした 5％の賃上げを要求した。個別契約の従業員は
会社側回答を受諾せざるを得ず，労働協約の適用を受
ける従業員も交渉の進展が見られなかった。労働者側
は 2001年 12月に抗議のための街頭行動を実施した。
Vantico社では，年間一律 600フランの賃金引上げ
と，これに相当する 2％の個人ベースでの賃上げを行
うことになった。会社の事業計画が達成された場合，
2003年始めに 4％の特別ボーナスを一律に支給する
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予定である。計画を上回る成果があったときには，こ
れを 8％支給するとした。（17 EIRR 341）
2002年及び 2003年 2月までの賃金交渉では，個人
の成果に対応した賃上げが他の産業よりも進んでいる
化学産業で，初めて個人ベースの賃上げの増加傾向を
抑止することに成功した。1997年以来初めて労組GBI
は，化学大手ノヴァルティス社との交渉でこれに成功
した。（27 EIRR 352）
これまで，化学産業では労組 GBIはノヴァルティ
ス社との交渉に失敗し，1997年から 2001年までの
間，会社の意のままに個人ベースの賃上げを容認して
きた。しかし，2002年の交渉では，給料表の下位の
6段階において年額 900フランの一律の賃上げを認め
させた。上位の段階についても 1.5％の一律賃上げと
1％相当の賞与の支給となった。同様に化学大手チバ
社でも，一律で 1.5％の賃上げと年額 700フランの支
給及び 1.5％の賞与の支給で交渉が妥結した。ロシュ
社では個人ベースで 2.5％の賃上げとなった。他の化
学産業の会社では個人ベースで 1.5～2.5％の賃上げで
妥結したが，最低額の保障がなされ，追加的な賞与の
支給も行われた。（27 EIRR 352）
2003年 12月の交渉では，化学産業のロシュ社，ノ
ヴァルティス社の２大企業がそれぞれ異なった中身で
妥結した。ノヴァルティス社の場合，交渉は決裂した
が，経営側は個人ベースで 1.3％の賃上げと女性を対
象とした 0.4％の引上げ，そして種々のボーナスの支
給を発表した。ロシュ社は個人ベースで 2％の賃上げ
となった。（12 EIRR 361）
これまで労働組合は熱心に賃金引上げにおける個人
ベース化の傾向を阻止しようとしてきた。この領域で
は労働組合は 2000年度の交渉で初めて顕著な成果を
おさめた。2004年度の交渉でも，この観点からは成
功であったと SGBは評価している。化学大手ノヴァ
ルティス社の労働協約をこの部分で歓迎している。こ
の協約は年間の基本給を 1300フラン引き上げてい
る。（SGB 2004）
3．金融業
1992年度の賃上げ交渉において，銀行では，3.5％
の賃上げによりインフレの完全な補填を実現した。
（13 EIRR 229）
1993年の初頭にスイス金融大手３社は思い切った
人員整理を行うと発表した。スイスユニオン銀行
（Schweizerische Bankgesellshaft）は，従 業 員 2 万
2341人の 10％削減を中期的な目標とした。スイス銀
行（（Schweizerische Bankverein）は 1万 5759人の従
業員のうち 900人から 1000人程度の削減を望んでい
る。またクレディスイス（Schweizerische Kreditan-
stalt）は同社の精鋭行員 2万 1000人のうち 10％の削
減を検討している。この人員整理は，クレディスイス
が業界４位のスイス国民銀行（（Schweizerische Volks-
bank）を吸収合併したことにより，支店網が重複す
ることになり「合理化」の必要が生じたことによるも
のである。
この人員整理の発表は世論を驚かせた。これまで
は，サービス業とりわけ銀行業が，製造業の人員整理
をカバーすることが通例だったからである。この銀行
業の方向転換は，収益性の観点から単純に説明するこ
とは困難である。各行とも収益の面では相当に良好で
あった。その答えは銀行業が直面したグローバル化の
構造的な問題の中にあった。（11 EIRR 231 Apr 1993）
1993年の秋期の賃金交渉は銀行も 4％の賃上げで
合意した。（13 EIRR 239）
2002年及び 2003年 2月までの賃金交渉では，経済
環境の悪化もあり，銀行業では低めの要求に切り替え
た。（27 EIRR 352）
銀行業では賃金交渉は企業単位で行われている。
2002年の賃金交渉では，クレディスイスは労組 SBPV
との交渉で 0.5％の賃上げを行った。USBは個人ベー
スで 0.9％の賃上げで妥結した。しかし，多くの銀行
の賃金交渉は，ほとんどがゼロ回答という結果で終わ
った。（29 EIRR 352）
4．小売・食品部門
1993年の秋期の賃金交渉は，小売大手のミグロな
どが 3％で妥結した。（13 EIRR 239）1994年秋の賃
金交渉において，小売部門では，大手ミグロの新協約
が自動の賃金調整条項を含まないことになった。この
協約は 4年間有効とされ 4万 5000人の労働者に適用
がある。チョコレート製造では， 1％の実質賃金の引
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上げに成功した。不確実な経済状況と過去数年にわた
る失業の増大が，賃金交渉に与えた影響は，この産業
では緩やかなものであった。（13 EIRR 253）
2000年度の賃金交渉に向けて小売業では，労組
VHTLが業界大手のミグロ社とコープスイス社で名目
3％の賃上げ要求を検討した。ミグロ社については，
さらに一律月額 100フランの賃上げを全労働者に対し
て行う要求を労組は検討している。これは月額賃金の
最低水準を 2001年 1月までにミグロ社とコープスイ
ス社で 3000フランにすることを目的としたものであ
る。（11 EIRR 311）
1998年の時点で接客業の労働者の 51％と小売業の
労働者の 33％が月額賃金 3000フランを下回ってい
た。このため労働組合は，2000年度からこの部門の
賃金水準引上げのためのキャンペーンを始めることに
した。1998年にスイス労働総同盟は，このような低
賃金と闘う運動方針を機関決定した。労組 Uniaも
2000年春の団対交渉で，この低賃金の問題を取り上
げることにした。労組 Uniaは賃金月額の最低基準に
ついて 300フランの引上げを求め，これを少なくとも
2710フランに増額することを要求している。労組
VHTLは，すでに賃金の最低水準の引上げの取組みを
始めている。（12 EIRR 312）
1999年の賃金交渉では，小売及び食品業では，多
くの賃金交渉は 1～2.5％の賃上げで妥結した。この
中で，ミグロ社の交渉では個人ベースで 1～ 2％の賃
上げが行われ，醸造業の労働協約では賃金構造の調整
分 0.4％を含む 1.2％の賃金の引上げがあった。コー
プ社の協定では 1.5％の賃上げが行われたが，そのほ
とんどは個人ベースであった。（31 EIRR 317）
小売チェーン大手のミグロ社の労働協約は個人ベー
ス及び一律分で 2.5%～3.5％の賃上げを定めた。また
2000年に月賃金の最低額を徐々に 3000フラン以上に
引き上げることも決定した。2001年 1月から支給総
額を最低でも 3000フランとして，2003年 1月からは
これを月額 3300フランに引き上げることになった。
労組 VHTLは，一律分の大幅な引上げを求めるキャ
ンペーンにも成功した。会社側は一律分を 50フラン
引上げるとした第 1次回答を改め，月額 100フランの
引上げとした。また，流通大手コープ社の新協約が２
年間の有効期間で，2001年 1月から発効した。新協
定では月賃金の最低額を 3000フラン以上として，13
カ月目の賃金（賞与）を支給することとした。（36
EIRR 329）
小売大手のミグロ社は 2001年秋の賃金交渉で労働
協約を締結した。ミグロ社の協約では 2002年 1月か
ら 3.25％の賃金の引上げが行われることになった。
一律分は少なくとも 1.75％とし，残りを個人の成果
に応じて配分することになった。労組 VHTLも，こ
の妥結を高く評価している。（12 EIRR 335）
2001年の賃金交渉では，1998年から始まった最低
賃金額に関するキャンペーンが大きな成果を挙げた。
小売及び食品関係の多くの企業でも従業員はこの成果
を享受した。大手百貨店グローブスも，この交渉に成
功している。（Ackermann 2002）
小売食品関係の交渉は企業単位で行われているが，
2002年度の賃金交渉では，小売大手コープスイス社
の交渉で，労組 VHTLは 4％の賃上げに成功した。
この中には 1.5％の一律分と 2％の個人ベース分が含
まれている。同じく小売大手ミグロ社では個々の店舗
ごとに 1.75～2.25％の賃上げが行われた。この中には
0.5％の一律分が含まれている。この産業における平
均的な賃上げは 1.5％をこえたものと見られている。
（29 EIRR 352）
2003―04年度の交渉において，小売部門の 2大企業
であるミグロ社とコープスイス社はそれぞれ 1.25％
と 1.75％の賃上げを行い，後者では 1.5％が個人ベー
スであった。（12 EIRR 361）
2004年度の賃金交渉では，流通大手のミグロ社と
コープスイス社が，自動的な生計費調整の全従業員へ
の拡張を拒否した。労組はこれを遺憾とした。（SGB
2004）
5．ホテル・レストラン・観光業
1995年の賃金交渉では，ホテル・ケータリング部
門の交渉当事者は新協約の締結に失敗した。（13 EIRR
264）
1996年には，賃金の引下げが多くの産業部門に広
がった。雇用保障と引き換えに賃金の引下げがなされ
るようになり，また賃金カットの脅威も増大した。ホ
145スイス労働関係における賃金交渉
テル・レストラン部門の労働組合は，現行の労働協約
を終了させた上で，賃金改善と新規採用者に対する年
末の賞与支給，及び 1992年の時点を基準にした生計
費調整を要求した。使用者側は交渉には入らずに，一
方的に，賃金の引下げと労働時間の延長を行った。
（13 EIRR 271）
労働組合は 1995年末に，これまでの労働協約を破
棄し，使用者側に労働条件を改善するための交渉を要
求した。しかし，使用者側は交渉の開始には応じず，
その後は，無協約状態となり，一部の使用者は従業員
の労働条件を切り下げた。結果的に，労働組合は大幅
な譲歩を強いられ，労働協約の更改を嘆願するしかな
かった。
高賃金の従業員については個別に賃金交渉が可能と
なり，13カ月目の賃金（賞与）は，勤続 3年以上の
従業員にだけ支払われることになった。この新協約で
は，未熟練の訓練生の場合，初任給の最低賃金が 100
フラン引き上げられ月額 2350フランの水準に達し
た。また新規採用の熟練者の賃金は据え置かれ，月額
3050フランに止まることになった。
レストラン産業の労使は 2年越しの交渉を経て，
1998年 10月から施行される新たな労働協約の締結に
成功した。この間，当該産業では無協約状態が続いて
いた。新協約の下で従業員の労働条件は悪化するもの
と見られているが，政府がこの協約のレストラン産業
全体への拡張適用の意向を持っていることから，労働
協約の適用対象となる従業員の数は増加するものと見
込まれた。スイス法では，政府は，当該産業の部門の
残余について，労働協約の新たな一連の労働条件の遵
守を義務づけることができる。（12 EIRR 294）
2000年度の賃金交渉で，ジュネーブの旅行業は賃
金の月最低額を 3020フランから 3200フランに引き上
げた。（Ackermann 2001）
2001年の賃金交渉では，観光業でも，この取組み
が成功した。観光業では，月賃金の最低額が 2510フ
ランから 3000フランへと 19.5％の引上げとなった。
しかし，山岳地域で新規に就労する未熟練（採用後 6
か月まで）の労働者は低め（10％）の引上げとなっ
た。（Ackermann 2002）
2002年の賃金交渉は観光業では部門ごとに行わ
れ，労組VHTLは最低賃金を 3～ 4％，月額にして90
～150フラン引き上げることを交渉方針とした。この
結果，2003年 1月から観光業の最低賃金は未熟練の
労働者で 3100フラン，山岳地域では 2790フラン，有
資格者は 3500フラン，有資格の経験者は 4210フラン
となった。（29 EIRR 352）
2003―04年度の交渉において，宿泊観光業では仲裁
裁定の下で部門内最低賃金が 0.7％引き上げられた。
（12 EIRR 361）
6．金属・機械産業
1992年度の賃上げは時計製造業では，年間賃金の
最高額である５万 2000フラン，3.5％の賃上げにより
インフレの完全な補償を達成した。（13 EIRR 229）
製造業では，企業レベルでの賃金交渉が行われてお
り，1994年の賃金交渉は，平均して 1.5～2.5％の賃
上げで妥結している。労働者個人の成果に対応した賃
金の引上げも協約の中に盛り込まれており，ABB―タ
ーボシステム社は一律 0.9％の賃上げに加えて，個人
ベースの 0.7％の賃上げを実施し，さらに 1000フラ
ンの賞与を支給した。またランディス＆ Gyr社は月
額50フランの賃上げと職階に応じた定期昇給を0.6％，
及び優れた成果をあげた従業員を対象とした 0.2％の
賃上げを実施した。（11 EIRR 259）
1995年の賃金交渉は，フランス語圏の時計産業で
は一律 75フランの月賃金の引上げで合意され，平均
で 1.7％の賃上げとなった。（13 EIRR 264）
1997年度の賃金交渉は困難なものであった。しか
し，金属産業の交渉は，厳しい経済状況にもかかわら
ず，率直で建設的であった。（29 EIRR 292）
（1）交渉の企業内化の傾向
1999年度に向けた賃金交渉では，労働組合は 1～
3％の賃上げを要求した。機械産業のように，産業別
協約を締結したばかりの部門でも，再度交渉を行っ
た。金属産業の労働組合（SMUV）は，インフレ調整
により購買力を復元するとともに，実質賃金の 1～
1.5％の引上げを要求した。賃金交渉は伝統的な産別
交渉とともに，企業レベルでも行われるようになっ
た。
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労働組合 SMUVは 1999年 9月に時計製造業におけ
る労働側の要求を公表した。この要求にはインフレ調
整による購買力の復元と実質賃金の引上げが含まれ
た。（12 EIRR 297）
1996年度の団体交渉の結果，新しい形の早期退職
制度が労働協約の中に導入された。時計産業では，労
働者は退職前２年間について，労働時間を 20％短縮
し，これに対応する賃金カットが可能になった。（31
EIRR 280）
2000年度の賃金交渉に向けて金属産業では，労組
SMUVが購買力の完全な復元と実質賃金の引上げを
求めて， 1～1.5％の賃上げ要求を行った。労働組合
は，会社側が賃金改善に応じられるだけの収益を十分
にあげていると主張した。時計製造業でも，労組
SMUVが購買力の全面的な復元と可能な限りの実質
賃金の引上げを求めた。（11 EIRR 311）
（2）個人と集団ベース分立
機械産業では 1999年の賃金交渉で， 1％から 3.5％
の賃上げが行われ，多くの交渉は 1.8～2.5％の間で妥
結した。交渉において，賃金の引上げは集団ベースま
たは個人ベース，あるいは，その組合わせという形態
をとるが，ドイツ語圏においては後者が支配的であ
る。収益に対応した形のボーナスの支給が一般的であ
るが，ボーナスの支給を労働協約で決めたものは 4分
の 1に止まった。年間のボーナスの支給額は 300フラ
ンから 1400フランの範囲にあるが，もっとも多いの
は 500フラン程度である。（30 EIRR 317）
1999年の賃金交渉では，個人ベースの賃上げと集
団ベースのそれと分立が機械産業の企業協約で顕著で
あった。Ascom社では一律の賃上げは 0.8％であった
が，労働者の 3分の 2はさらに個人ベースでの賃金の
引上げを受けていた。WIFAG社では労働側は個人ベ
ースで 1.7％の賃上げに合意した。また Sulzer社では
個人ベースの 1.2％の賃上げと賞与の支給で合意して
いる。Rieter社では一律 450フランの賃上げと個人ベ
ースでの 1％の賃上げ及び賞与の支給で賃金交渉を妥
結した。Tornos―Bechler社では一律 1.1％の賃上げと
個人ベースの 0.4％及び企業収益に対応した賞与の支
給で合意している。
機械関連では時計製造業で，一律 0.9％の賃上げを
行った。これは実質で月額 41フランの引上げに相当
する。組立工を対象とした協約では 1.2％または 50
フランの賃上げを会社が選択して実施することになっ
た。金属労組 SMUと電子機器製造関係の使用者団体
との交渉は 1.2％の賃上げと個人の成果に対応した賞
与の支給で妥結した。一方，碍子製造業では一律 1％
最低額 50フランの賃上げで合意した。（31 EIRR 317）
2000年の賃金交渉では，機械産業関係では，ドイ
ツ語圏もフランス語圏も多くの協約が 2.8～3.5％の賃
上げを一律及び個人ベースで実現した。企業の業績に
添った賞与の支給制度は，フランス語圏では 3分の 1
の協約で，またドイツ語圏でも 4分の 1の労働協約で
導入されている。賞与の支給額は 100フランから 2000
フランの間で変動した。さらに，その他の賃金の引上
げも行われた。多くは 500フラン程度のところに集中
しており，全体として 20～30％の引上げとなった。
（Ackermann 2001）
（3）賃金ダンピングの抑止力
2001年の賃金交渉では，時計製造業の使用者は競
争の激化を強調した。1998年から始まった最低賃金
額に関するキャンペーンは大きな成果を挙げた。金属
産業でも，労働組合は月賃金の最低額を 3000フラン
に引き上げることに成功した。労組 SMUVは時計産
業において賃金の最低額を定めた新協約を締結した。
2004年に EUとの間で労働の自由な移動が実現する
が，これに伴う賃金ダンピングから時計産業を守るた
めに，この新協約は重要な役割を果たす。新協約で
は，この最低賃金は EU各国の出身者との契約におい
ても尊重されることになっており，賃金ダンピングの
「画期的な抑止力」になると期待されている。この最
低賃率は時計産業全体において，州及び地域のレベル
で熟練，未熟練の全ての労働者に適用される。（Ack-
ermann 2002）
機械製造業では，2001年度の労働協約の締結は少
数に止まった。米国同時テロの影響もあり業績が不透
明なことから，交渉の実施時期を 2001年秋から 2002
年春に延期したところが多い。交渉が妥結したところ
も，賃上げは０～ 3％の範囲に分散しており，個人ベ
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ースと一律分の割合についても大きな変化はなかっ
た。いくつかの企業では，最低賃金の改善とフラット
レートの賃上げに成功した。零細の事業所では，低賃
金に対する実質的な改善がはかられた。職種と事業内
容によって異なるが，月額で 50フランから 315フラ
ンの引上げが行われた。このようにして労組 SMUV
は，目標であった月賃金の最低額 3000フランを達成
した。（17 EIRR 341）
2002年及び 2003年 2月までの賃金交渉では，労働
側は 3％の賃上げを要求したが，経済環境の悪化もあ
り，金属産業では低めの要求に切り替えた。（27 EIRR
352）
厳しい経済環境に置かれている製造業であるが
2002年の賃金交渉では相当に明るい展望が開れた。
ゼロ回答の交渉もあったが，労組 SMUVの交渉では
2.5％程度までの賃上げが可能なところもあり，多く
は 0.8～1.5％の間での妥結となった。賃上げは，ほと
んどが一律分と個人ベース分を組み合わせているが，
中には一律分だけ，個人ベース分だけといったところ
もあった。金属及び電機では，個人ベースの賃上げが
合意されたが，月額 50～100フランの最低額の保障が
なされた。時計製造では，一律 0.5％の賃上げで妥結
した。自動車修理業では月額 50フランの賃上げで妥
結し，月賃金の最低額も 30フラン引き上げられた。
（29 EIRR 352）
７．建設業
1994年の賃金交渉では，建設産業では，1995年か
ら 97年までを労働協約の有効期間とし，最低でも 2.3
％の賃上げを行った。使用者は，賃上げの 3分の 1を
労働者個人ベースで個々の成果に応じて実施できるこ
とになった。（11 EIRR 259）
建設産業では 27万 2000人の労働者のうち，１万
6300人が失業している危機的な状況にあり，1996年
に労働組合と使用者団体との間で「投資と雇用に関す
る協定」を締結した。建設業における雇用と賃金の減
退は，産業全体の労働条件に悪影響を与えることが懸
念された。（12 EIRR 274）
建築業でも 1996年末までに早期退職に関する検討
を行う作業部会を立ち上げた。（31 EIRR 280）
建設産業では，1998年初頭に困難な交渉の末に協
約締結に漕ぎつけた。賃金に関しては，これまでの賃
金表にもとづく自動昇給は廃止された。一方で，労働
者が勤務先企業を変更した場合でも，同一の賃金段階
が維持される。（13 EIRR 290）
2000年度の賃金交渉に向けて建設業では，労組GBI
が全ての労働者に対する月額 200フランの賃金の引上
げを求めた。これは社会保険料の値上げなどにより，
過去 7年間で失われた実質的な購買力を回復するため
のものである。（11 EIRR 311）
建設業では，業界内の職種毎に，賃上げ額が変動す
る傾向が見られる。大工職については 2000年 1月と
4月に， 2段階に分けて職階ごとに 1.5～ 2％の賃上
げが行われた。塗装工については交替制手当の増額と
ともに 2.5％の賃上げで妥結した。一方，屋根ふき職
については 1.5％の賃上げが行われたが，月額 70フ
ランを上限とすることになった。労働組合 SGBは月
額 100フランの賃上げを要求したが，家具卸，林業，
室内装飾などの業種で交渉結果はこれを下回った。
家具卸業では職階により 53フランから 62フランの範
囲で交渉を妥結した。林業でも職種により 47～56
フランの間で賃上げ交渉が妥結した。これには交替
制手当の増額が伴っている。室内装飾業では職階によ
り 40フランから 70フランの賃金の引上げを実現し
た。
一方で，建設業における枠組み協定（Rahmenver-
trag）に関する交渉は，紆余曲折を強いられた。12回
にわたる団体交渉は，何度も警告ストや全国デモとい
った争議行為により中断された。労組 GBIは，使用
者側の 40フランの１次回答に対して，当初一律 200
フランの引上げを要求した。1999年 12月に 100フラ
ンの歩み寄りが見られたが，使用者側は 2000年 1月
に集団的な賃上げ分 80フランと個人ベースの引上げ
分を 30フランとする別の提案を行った。これが労働
組合の反発を招き，連邦政府の調停を経て 2000年 7
月から，全労働者を対象に月額 100フランの賃上げと
いう妥協が成立した。しかし，この合意には，労働組
合が翌年度の賃金交渉において，賃金の弾力化につい
て議論をする用意を整えるという留保がつけられた。
この時点でも塗装工とタイル工の賃金交渉は終結して
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いなかった。（30 EIRR 317）
1999年の賃金交渉は，建設業でも多くのストライ
キや争議行為が発生し，最も困難な交渉の一つとなっ
た。
2000年度の賃金交渉は，建設産業における新たな
枠組み協約に焦点が絞られることになった。この交渉
は労組 GBIとの間で行われた。（32 EIRR 317）
建設業では全国協約の締結を目指して 2000年に新
たな交渉が始まった。SGBは前年の交渉結果につい
て葛藤をかかえていたが，使用者側は一律 200フラン
の賃上げ要求に直ちに応えるという譲歩を行った。フ
ランス語圏の建築及び引っ越し業では，これまでに前
例のない労働協約が 2000年に締結された。この新協
約は，従前の州ごとの協約を単一の協約に統合したも
のである。この新協約は大筋で現状維持を図るもであ
るが，結果的にフライブルク州では改善につながった
が，ヌーシャテル州では若干の不利益を生じることに
なった。この新協約では 2000年 4月に遡って，全て
の従業員の賃金を 100フラン引き上げることになっ
た。
リサイクル産業の Zeba社では， 1年間にわたる対
立と 2000年 12月のストライキを経て，やっと 2001
年始めに労働協約の締結にこぎつけた。新協約は３年
間有効で，賃金の最低額の改善が含まれている。これ
により賃金の月最低額は 3200フランとなった。加え
て，年間の生計費調整分が全額支給され，さらに作業
関連手当も支給されることになった。（33 EIRR 329）
建設産業では 2002年に，月額 65フランの賃上げを
求めて労組 GBIがストライキを背景に交渉を展開し
た。（27 EIRR 352）
８．情報通信・印刷出版産業
フランス語圏の報道部門では，1994年末に最低賃
金が 12～14％引き下げられた。ドイツ語圏の同業種
でも高額に設定されていた最低賃金が，年次休暇の延
長と引き換えに，7579フランから 6500フランに引き
下げられた。印刷業でも月次の最低賃金を 1995年 3
月から熟練工で 9.6％，見習い訓練を受けていない未
熟練者で 18.3％の引下げを行った。しかし，いずれ
の事例も引下げは最低賃金だけで，実際の賃率には影
響を与えていない。（12 EIRR 260）
1996年には，賃金の引下げが多くの産業部門に広
がった。雇用保障と引き換えに賃金の引下げがなされ
るようになり，また，賃金カットの脅威も増大した。
放送部門では国営テレビ及びラジオが 1997年度にお
いて 6500人を対象とした現行の労働協約を廃棄し
て，交渉をより弾力的なものにして行く意向を明らか
にした。放送市場の自由化に伴い競争が激化するなか
で，使用者側は，このような対応はやむを得ないもの
であるとしている。一方，労働組合は，このような動
きが個人の成果に対応した賃金とともに賃金及び労働
条件の地域的な格差をもたらすことを懸念した。（13
EIRR 271）
郵便及び電気通信部門では 1996年度の団体交渉の
結果，新しい形の早期退職制度が労働協約の中に導入
された。（31 EIRR 280）
1999年度の賃金交渉では通信，印刷などの部門で
本協約が締結され，インフレを上回る賃上げを実現し
た。
2000年度の賃金交渉に向けて，印刷業では，労組
Comediaが全ての労働者を対象とした 200フランの
賃上げを要求した。（11 EIRR 311）
印刷産業で Comedia労組が，使用者団体 VISCOM
との間で締結した労働協約は，2000年 1月から発効
した。この協約で最大月額 60フラン及び 1％の賃上
げが確保された。この協約は印刷運送関係の労働者に
も拡張して適用される。賃金の最低額は勤続 1～ 4年
のホワイトカラーについては 3560フラン，勤続５年
以上は 4270フランとし，勤続１～３年の未熟練のブ
ルーカラーは，2000年１月から 2900フランとし，
2002年 1月から 3000フランとすることになった。勤
続 4年以上の者は 3100フランとなった。
ドイツ語圏及びイタリア語圏の出版関係の労働者
は，一年間の無協約状態の後，労組 Comediaが締結
した新協約の適用を受けることになった。協約交渉は
1999年 12月に妥結し，2000年５月から発効すること
になった。労働組合は，賃金の最低水準を維持すると
ともに，引き続きフリーランスのジャーナリストも協
約の適用対象とし，技術的な編集スタッフにも新聞の
電子版作成の労働者と同じく，協約の拡張を行うこと
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について使用者の合意を取り付けた。
出版関係の労働者の賃金の月最低額は 3つの地域ご
とに勤続年数により 4カテゴリーに分類される。第１
地域はチューリッヒ州とチューリッヒ市及びバーゼル
市，ベルン市である。第 2地域はイタリア語圏を除く
スイス全域である。第 3地域は，イタリア語圏を対象
とする。賃金の最低額に関する妥結結果は，第 1地域
で 9％の引上げに相当するが，第 2及び第 3地域では
若干低めになる。見習いや訓練生の賃金の最低額は
1.5～2.5％の引上げに止まった。これらの賃金の最低
額は全て 2年ごとに再交渉することになった。
賃金の最低額の引上げを実現するために，Comedia
労組は使用者側の対応する地域について第 1地域を第
2地域へ，第 2地域を第 3地域へと格下げする交渉に
関する条項に同意した。これによって使用者は，経済
面での困難を克服し，雇用を確保することが可能にな
った。（Ackermann 2000）
電気通信産業のスイスコム社は，労働組合との間で
1999年 5月に雇用の確保に関する協定を締結した。
これは 1998年 10月，スイスコム社が 2000年 12月か
ら 4000人の余剰人員の削減を実施する計画を発表し
たことに対応したものである。労使間の交渉で，2000
年末の剰員解雇を回避するためのプログラムが合意さ
れ，その実施を，労使合同委員会が管理することにな
った。（32 EIRR 317 Jun 2000）
郵便事業の 1999年の賃金交渉では，1.3％の特別賞
与を，下限 800フランとして 2000年 3月に支給する
ことで合意した。さらに，賃金の構造調整分 0.5％と
個人の成果に対応した賞与も支給されることになっ
た。（29 EIRR 317）
SGBは 2000年秋の団体交渉において，スイスコム
（電信電話公社）の民営化に全面的に反対した。（13
EIRR 322）
情報通信関係では，2000年度に郵便職員に対する
2.5％の賃上げが合意され，このうち 1.5％は一律に
支給し，残りの 1％は一回限りで別枠の支給となっ
た。スイスコム社の最初の労働協約は 2000年春に締
結された。この協約は全従業員の９割にあたる１万
8000人に適用があり，2001年 1月から施行された。
この交渉では，訓練生， 3か月までの臨時従業員，管
理職，一部のパート従業員は協約の適用から除外され
た。 3年間有効のこの協約は月次の基本給を生計費上
昇分として2.3％，110フランまで引上げた。加えて，
賃金の最低額を引上げるため年間で 800フランの賃上
げも行った。また個人の成果及び企業業績に対応した
賃金要素も，労働時間の短縮と合わせて導入された。
（33 EIRR 329）
ドイツ語圏における印刷産業の 2000年度の賃金交
渉の多くは 1.5～ 3％の賃上げでで妥結した。この中
には個人ベースと一律分の両方が含まれている。フラ
ンス語圏では若干高めの額で妥結した。（36 EIRR
329）
情報通信関係のスイスコム社は 2001年秋の賃金交
渉で労働協約を締結した。スイスコム社の労働協約で
は 2002年から 3.7％の賃上げを行い，そのうち一律
分を 1.5％とし，個人ベースの部分を 2.2％とするこ
とになった。協約上の最低賃金額は年額で 800フラン
引き上げられた。情報通信関係の労働組合は，この協
約交渉を高く評価している。郵便部門では，情報通信
関係の労働組合は実質賃金の引上げを要求したが，使
用者側の回答は生計費調整分のみに止まった。（12
EIRR 335）
郵便サービス業の交渉では使用者側が，平均 3.2％
の賃上げ回答を行ったが，このうち一律分が 1.8％に
止まったことに労働組合は反発し，これを拒否して一
律分を 2.5％とすることを求めた。労働組合は様々な
抗議集会を開いたが，使用者側が，さらに交渉をすす
めることを拒否したため，仲裁手続に移行することに
なった。
情報通信産業のスイスコム社では，賃金交渉は一律
分 1.5％，個人ベース分 2.2％を含む 3.7％で妥結し
た。同時に賃金の最低額も年間で 800フランに引き上
げられた。（17 EIRR 341）
印刷業でも賃金交渉は企業単位で行われており，印
刷労組 Comediaは 2002年の交渉では，僅かに 10％
程度の企業と賃上げ交渉が出来たにすぎなかった。賃
上げは 0.5～1.2％に止まった。使用者側は，2002年
に賃上げを行った企業が多かったとしているが，この
中には個人ベースで，交渉しないで賃上げを行った企
業も含まれている。一回限りのボーナスを支給する企
150
業の慣行も広がりを見せているが，労働組合の 2003
年の賃金交渉の優先課題は，印刷産業に部門別の交渉
を導入することである。（29 EIRR 352）
2003―04年度の交渉において，情報通信産業では，
スイス郵便サービス社が一時金 850フランを支給する
とともに，個人ベースで 0.3％の賃上げを行った。一
方で，スイスコム社は全従業員を対象に 2.2％の賃上
げを実施した。このうちの 1.6％は最低賃金部分の引
上げのためのものである。新聞報道関係では， 3％の
賃金切り下げを使用者側が提案したため仲裁手続に入
り，1.2％の賃上げが勧告された。（12 EIRR 361）
９．運輸
1992年の賃金交渉では，収益が急激に悪化してい
るスイス航空が，地上職員に対する 3.5％の賃上げ回
答を行った。（10 EIRR 217）
1993年，スイス国鉄は車掌の 40％，約 1000人の削
減を計画しており，労働組合は 11月に反対のための
デモを呼びかけたが，僅かに数千人の参加者があった
だけであった。（13 EIRR 239）
スイス航空の協約締結に関する団体交渉が，1995
年に管理者とパイロット組合との間で始まった。会社
は6200万フランの経費削減をめざしている。（12EIRR
260）
1996年には，賃金の引下げが多くの産業部門に広
がった。雇用保障と引き換えに賃金の引下げがなされ
るようになり，また賃金カットの脅威も増大した。ス
イス航空はパイロット組合との間で，ストなし条項と
5％の賃金引下げを含む，新たな労働協約を 1996年
7月に締結した。パイロットの飛行時間は年間 600時
間に増えた。また，予定している 6000万フランの経
費削減が実現できなかった場合は，1997年度も賃金
の引下げがありうるとする内容になっていた。このよ
うな事項の見返りとして，スイス航空は 3年間にわた
って 950人分のパイロットの雇用を保障することにな
った。
他にも，使用者による賃金引下げの脅威は増した。
スイス国鉄当局は，1997年度において 2～ 4％の賃
金引下げを予定していることを明らかにした。（13
EIRR 271）
1997年 1月から，スイス国鉄（SBB）の従業員は
賃上げを 50％カットされることになった。SBBの従
業員はこれに抗議し，鉄道労組 SEVがボーナスの増
額を求める交渉を行った。その上で，成果に準じた実
質賃金の引上げに同意した。（30 EIRR 280）
1997年秋の賃金交渉で，航空管制官の組合は，向
こう 3年間にわたって 10％の賃金引下げを受け入れ
た。この新協約ではリストラに伴う剰員解雇に関する
規程も盛り込まれた。航空官制当局と労働組合 FPSA
は，新たな労働協約を締結し，賃金カットを行うこと
になった。年間賃金が 9万フランをこえる者について
は 1％，12万フランをこえる者については 2％の直接
の賃金引下げがなされ，さらに，いくつかの追加的な
ボーナスも廃止された。一方，労働時間と有給休暇は
現状のまま維持された。
新協約には，剰員に関する協議と剰員手当に関する
措置も含まれており，勤続 9年以上で剰員となった場
合， 1か月分の剰員手当と一連の措置を受けることが
できる。勤続 19年以上では， 2カ月分，そして勤続
30年では 4カ月分が付与される。これまで，スイス
管制当局は平均以上の賃金の改善を行ってきており，
ヨーロッパで最も高コスト体質となっていた。スイス
航空管制の拠点をジュネーブに移し，フランス及びド
イツの管制と連繋することによって，ヨーロッパ航空
管制のハブとなることを目指している。（12 EIRR
287）
1999年の賃金交渉では，地方の公共交通で，81件
の労働協約のうち，８割までが賃金の引上げを定め
た。賃上げは 0.5％から 3％の範囲で行われ，多くは
1～1.8％の間にある。多くの協約は一律の賃上げを
定めているが，集団ベースと個人ベースの賃上げを組
み合わせる協約の数も急速に増えている。前年と比較
すると，企業収益に対応した賞与という形での賃金の
引上げは減る傾向にある。
航空輸送業では Swissair Groupが 2％の賃上げを
2000年 7月から行うことになった。また，航空管制
の団体である Swisscontrolも 3年間有効の協約で，賃
金の最低水準を 3.2％引き上げることに合意した。さ
らに，2000年 1月からは，一律 2％の賃上げが協約
期間中，毎年実施されることになった。また，３ポイ
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ント以上のインフレが生じた場合，このインフレ率の
変化に対応して，賃金協定の内容も交渉の対象になる
とされた。（31 EIRR 317）
1999年にスイス国鉄（SBB）は画期的な州 39時間
労働を実施したこともあり，物価調整のための賃上げ
要求は差し控えることで合意した。しかし，若年労働
者の初任給水準については，物価上昇による影響が大
きく現れることから若干の引上げが行われた。（32
EIRR 317）
2000年 1月に締結されたスイス国鉄当局と鉄道労
組 SEVとの労働協約には，労働側が最優事項の一つ
として提案した，経済及び経営上の理由による剰員解
雇を行わないことを保障する条項が含まれていた。し
かし，これによっても計画的な剰員解雇を回避するこ
とは難しい。合理化の対象となった労働者には，スイ
ス国鉄の内外でのポストに対応できるようにするため
の訓練が用意される。新しい協約では賃金に関して，
個人の成果に対応した賃金制度が新たに導入された。
（13 EIRR 315）
2000年の運輸関係の賃金交渉では，スイス国鉄の
職員の 90％に対して，個人の成果に対応した 8％の
賃金の引上げが行われることになった。鉄道労働組合
SEVは，この制度が温和なものに止まっているとし
て受け入れることにした。管理者層にとって，この制
度は個人の成果に対応した要素を多く含むようになっ
ている。地方交通では 1～ 3％の賃上げが行われた
が，一部には 3％をこえるところもあった。多くは一
律の賃上げで 2～ 3％の範囲内にあった。（34 EIRR
329）
 スイスにおける賃金交渉の特質
１．インフレ調整と実質賃金の引上げ
（1）インフレの亢進と賃金要求
1990年下半期には，スイスの過熱した労働市場も
クールオフが始まったが，インフレ率 5.4％が低下す
るという見通しはなかった。賃金交渉も高インフレ率
という文脈の中で展開され，実質賃金も 0.25％程度
低下すると見られた。（10 EIRR 205）
国家公務員部門の労働組合は，賃上げの実施時期の
1991年半ばから同年末への延期に反発して，ストラ
イキを構えた。また，政府当局も賃金交渉にあたって
は一定の譲歩を示しており，連邦レベルでは，インフ
レ調整手当（Teurungsausgleich）の支給を前倒し
し，ジュネーブの州政府はインフレの亢進に伴う購買
力の減退をカバーする追加的な手当の支給を行うこと
にした。（11 EIRR 206）
OECDは，スイス経済に対する年次レビューで，
1991年の高水準の賃上げが，経済に対するインフレ
圧力を高めることになると警告した。 8月の消費者物
価指数も 6％に達しており，周辺諸国と比べても高水
準である。ちなみに，ドイツは 4.1％，フランスは 3
％にとどまっていた。この警告を受けてナショナルセ
ンターである SGBはインフレ調整手当に関する交渉
の開始を検討し始めた。
1991年 9月の記者会見で，スイス労働組合総同盟
は，インフレ分の完全補填は秋季賃金交渉の最低限の
要求ラインであり，一般の賃金水準を下回る部門で，
実質的な賃金の引上げを求めていくことを明らかにし
た。代表Walter Renschlerは，賃金が，生産性の上昇
にさえ追いついていないと苦言を呈した。インフレ分
の完全補填は労働組合の正当な要求であり，これを確
保するために必要とあれば，ストライキも含むあらゆ
る利用可能な手段を用いる意向を示した。（10 EIRR
213）
（2）インフレ調整の後退
1992年の賃金交渉は，高いインフレ率（5.5％）と
1991年第 4四半期に記録した生産の落ち込みから，
一段と困難な状況になった。自動インフレ調整手当
（Teuerungsausgleich）は，化学部門と鉄道，郵便，
公務などの部門で交渉が行われたにすぎない。使用者
の中には，将来においても協約でインフレ調整条項を
定める可能性はないと公言する者もあった。（10 EIRR
217）
1992年度の賃上げは平均で 3％に達しなかった。
年末までのインフレ率は 3.5％程度であり，実質賃金
は減少した。公務部門にとって，実質賃金の減少はこ
の 10年間で初めてのことである。賃上げ率の低い部
門は繊維，衣料，仕出し業などで， 1％程度の賃上げ
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で交渉を妥結している。公務員労組 VPODによる
と，300の地方自治体で自動インフレ調整手当を廃止
した。いくつかの州は，なお少額のインフレ手当を支
給している。例えば，ベルンは 0.8％の手当を支給し
ており，連邦政府及び郵便，電信電話，国鉄は 3％を
支給している。建設部門では，長期の交渉の後， 3％
の賃上げで決着し，労組は実質賃金ベースで 2％の賃
上げ要求を実現出来なかった。
銀行業及び時計製造業では，年間賃金の最高額であ
る 5万 2000フラン，3.5％の賃上げによりインフレの
完全な補填を達成した。化学産業では，これまでの自
動のインフレ調整手当が廃止され，今後の賃上げは年
度ごとの賃金交渉により決定することとされた。この
交渉の結果，4.5％の賃上げが実現し，その他の条件
の改善も進んだ。これはバーゼルに本拠を置く化学産
業大手の好調な業績を反映している。（13 EIRR 229）
1993年の秋季賃金交渉は化学，小売大手のミグロ
などが 3％で妥結しており，銀行も 4％の賃上げで合
意した。しかし，建設，時計製造などの部門では，賃
上げはインフレ率の半分にも達しなかった。同じく，
多くの州の公務員もインフレ率の半分程度の賃上げし
か実現できなかった。連邦政府も，議会に対して連邦
政府公務員の賃金を 1.7％だけ引き上げる法案を提出
した。スイスの 1993年の賃金交渉の平均妥結額は，
率にして 2.6％の引上げに止まっており，インフレ率
をほぼ 1％下回っていた。（13 EIRR 239）
スイス労働組合総同盟は 1994年の秋季賃金交渉に
あたって，経済環境が実質賃金の欠損を補填するため
にのぞましい状況にあると考えていた。SGBによる
と，実質賃金の目減りは 1990年から 1994年までの間
で平均 2.5％に達している。ほとんどの部門で実質
2％程度の賃上げに甘んじてきたため，インフレ調整
手当との関係では 2.5～ 3％の賃上げ交渉が必要とな
る。この数値は国内経済における労働生産性の改善に
見合った適切なものであるとしている。労働生産性は
年率 2％の改善がなされた。（13 EIRR 250）
1994年の賃金交渉は，民間部門ではインフレ率
（1994年末で 0.4％）を上回る賃上げを実現した。一
方，公的部門では労働者は購買力の低下に直面するこ
とになった。
有効期間を１年以上の長期に設定する労働協約が増
えた。建設産業の協約は 1995年から 97年までを有効
期間とし，最低でも 2.3％の賃上げを行った。バーゼ
ル地域の化学産業の新協約は，0.5％のインフレ調整
手当を設定した。小売関係の労働組合 VHTLは，平
均して 0.5～2％の範囲でインフレ率を上回る賃上げ
を実現した。（11 EIRR 259）
（3）付加価値税の導入
1995年の賃金交渉は労組にとっては遺憾な結果に
終わった。多くの協約は生計費の上昇分の補填にも失
敗し，いくつかの業種では，新協約の締結自体に失敗
している。1995年は年間を通じて消費者物価が急激
に上昇し，インフレが進行した。1995年８月には前
年同月比 1.4ポイント増の 1.9％のインフレ率となっ
た。これは年初における VAT（付加価値税）の導入
によるところが大きい。上昇分の 1.1％は，VATの導
入による影響と見られている。使用者側は，VATの
導入による超過負担分について労働者側が負担すべき
であるとする主張を一貫して維持している。バーゼル
地域の化学産業では，インフレ調整手当 1.5％を含む
協約が締結された。（13 EIRR 264）一方，化学産業の
協約交渉では，これまでのスイスの労働協約では，常
識と考えられていた自動的な賃金調整条項が廃止され
た。（13 EIRR 266）
スイスの 1996年の賃金交渉は，労働組合には厳し
いものとなったが，使用者側は賃金水準を低位で維持
することに成功した。前年の交渉と比較すると，労働
組合は生計費の増加分の確保に失敗し，失望感を否め
ない。
民間部門では，1996年に締結された協約のなかに
は以下の傾向が現れている。①年次毎に賃金交渉が行
われる産業部門では，賃金の物価調整（Teuerung-
sausgleich）と実質ベースでの賃金引上げ（Realloh-
nerhöhung）が一つの争点となっているが，賃金の物
価調整は労働時間の短縮との取引材料となった。②自
動的な物価調整を盛り込んだ賃金交渉の件数は減少を
続けており，10年前には，主な労働協約がこれを含
んでいたことと対照的である。③多くの賃金の物価調
整は個人の成果に対応した賃金条項をも含むようにな
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った。
化学産業では，バーゼル地域の労働協約において
1.3％の賃金の物価調整が行われたが，そのうちの 0.6
％は個人の成果に対応した賃金の引上げとなってい
る。同じく化学大手のロンザヴィスプ社は 2.1％の物
価調整による賃金の引上げを行ったが，そのうちの
1.1％は個人の成果をベースとして配分を行うことに
なった。小売業大手のコープスイス社は個人ベースで
成果に対応した 0.7％の生計費調整の賃金引上げを行
った。エネルギー部門でも 0.7～1.5％の生計費調整を
含む賃上げで交渉を妥結したが，その多くは個人の成
果に対応した配分を行うことになった。
1996年度の賃金交渉では公的部門での賃金カット
が進行したが，連邦政府は賃金の物価調整を行わなか
った。これが地方における公的部門の多くに影響した
が，大都市部では 0.7～0.8％程度の賃金の物価調整が
行われた。（30 EIRR 280）
これまで，賃金交渉は購買力の維持と実質賃金の引
上げという二つの要素に分けられていた。しかし，こ
のような分け方はあまり見られなくなり，ほとんどの
部門では，賃金を単一の問題として交渉する傾向にあ
る。この結果，賃金制度は一層弾力的なものとなっ
た。例えば，個人の成果に対応した賃金に関する条項
が労働協約にとり入れられ，企業は賃金や購買力の向
上を労働力全体としてよりも，むしろ，個人単位で実
施できるようになった。それでも，1997年度は，主
要な賃金交渉において，労働者の購買力を維持するこ
とができた。それは，年間のインフレ率が 0.4％と低
位に止まったためである。 （Ackermann 1998）
（4）購買力の維持
1998年の賃金交渉では，労働者側は，賃金の購買
力の維持に成功した。実質賃金も全産業平均で 1.5％
の引上げとなった。SGBのまとめによると賃金の購
買力は維持されたが，これは年間を通じて 0.1％とい
う低いインフレ率によるものであった。（12 EIRR
304）
金属産業の労働組合 SMUVはインフレ調整により
購買力を復元するとともに実質賃金の 1～1.5％の引
上げを要求した。賃金交渉は伝統的な産別交渉ととも
に企業レベルでも行われることになった。
労働組合 SMUVは，1999年９月に時計製造業にお
ける労働側の要求を公表した。この要求には，インフ
レ調整による購買力の復元と実質賃金の引上げが含ま
れていた。（12 EIRR 297）
スイス労働総同盟の傘下の各労組は，2000年度の
賃金交渉に向けて 2～ 4％の賃上げ要求を行った。労
働組合は，インフレによる購買力の棄損部分の全面的
な復元を求めている。推定インフレ率は 1％程度であ
った。一部の労働組合ではさらに 1～ 3％程度の実質
賃金の引上げを要求している。労働組合の賃金要求の
具体的な内容は以下の通りである。①建設業では，労
組 GBIは全ての労働者に対して月額 200フランの賃
金の引上げを行うことを求めた。これは社会保険料の
値上げなどにより，失われた購買力を回復する手段で
ある。②化学産業では労組 GBIは，これ以上の賃金
引上げの個別化の進展を阻止するために， 1～ 4％の
全体的な賃金の引上げを要求している。③金属産業で
は，労組 SMUVは購買力の完全な復元と実質賃金の
引上げを求めて， 1～1.5％の賃上げ要求を行った。
労働組合は，会社側が賃金改善に応じられるだけの収
益を十分にあげていると主張している。④時計製造業
では，労組 SMUVが購買力の全面的な復元と可能な
限りの実質賃金の引上げを求めた。（11 EIRR 311）
1999年度の賃金交渉は鉄道輸送，建設，通信，印
刷などの産業で労働協約が締結され，インフレを上回
る賃上げを実現した。（Ackermann 2000）
スイス労働総同盟傘下の多くの労働組合は，賃金交
渉において購買力の完全な復元と 0.5～ 3％の実質賃
金の引上げを求めた。（30 EIRR 317）
これまでは，賃金に関する団体交渉は，購買力の復
元（Teurungsausgleich）と実質賃金の引上げ（Real-
lohnerhöhung）の二つの要素に分けて行われてき
た。しかし，賃金は益々単一の主題として交渉される
ようになって来ており，長期の賃金交渉の一部とし
て，年間賃金の自動引上げの問題が取り扱われること
は，少なくなってきた。このような状況は 10年前の
それと対照的である。当時は，ほとんどの労働協約が
年間賃金の自動引上げに関する条項を含んでいた。
（SECO）
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2000年度に向けた賃金交渉で，スイス労働総同盟
（SGB）は一律最低 3.5％の賃上げ要求を行った。SGB
によると，1999年の賃金の引上げは僅か 0.2％に止ま
ったが，周辺ヨーロッパ諸国では 3％の賃上げを達成
していた。賃上げ要求のうち 2％は購買力の復元を求
めたものであり，残りの 1.5％が実質賃金の引上げ分
で，1990年代の低い賃金上昇の補填と，すでに 3年
に及ぶ景気回復に伴う労働者への収益の分配を意図し
たものである。
使用者側が，この 3.5％の賃上げ要求を受け入れた
場合，労働者の賃金月額を平均で 175フラン引き上げ
ることが出来る。SGBは，1992年から 1997年の間に
実質賃金は減額となり，1999年の賃上げも周辺のヨ
ーロッパ諸国と比して著しく低かった断言している。
しかし，使用者側は物価調整のための一律の賃上げ要
求を批判して，インフレ調整分の賃上げと実質賃金の
引上げを毎年同時に行う慣習は，1990年代の不況の
間に消滅したと述べている。（12 EIRR 320）
2000年度の賃金交渉は，インフレ率を凌ぐ賃上げ
を実現したことが大きな特徴である。賃金の引上げ
は，一律の賃上げと個人ベースの賃上げを合わせたも
のが多かった。2000年 12月のインフレ率は 1.9％で
あった。
労働組合は，ここ数年の賃金交渉の特徴であった賃
金抑制が終わり，賃金交渉では相当の成功をおさめた
と見ている。経済状況の改善と労組の強力な交渉努力
により，2000年の賃上げはインフレ率を上回った。
2000年の賃金交渉の焦点は，前年までの賃金交渉で
は，除外されることの多かった生計費の賃金調整であ
った。（Ackermann 2001）
2001年の賃金交渉では，生計費調整と実質賃金の
2～ 3％の引上げが主要な目標とされ，個人ベースよ
りも一律の賃上げによるインフレ補填を交渉の中心に
置いた。一方，実質賃金の 2～ 3％の引上げ要求は大
きな困難を経験した。これは，2001年 9月の米国同
時テロ以降，支配的となった経済の後退と不確実性に
よるところが大きい。それでも，重要部門の交渉で
は，郵便，鉄道，スイスコム社，流通大手のミグロ社
やコープ社などで 3％を越える賃上げを勝ち取ってい
る。労働組合の動員活動は，他の産業の交渉結果にも
大きな影響を与えた。（Ackermann 2002）
2002年に至るまでの 3年間，労働側の要求は主
に，自動的な生計費調整， 1～ 2％の実質賃金の引上
げ，一律の賃上げ，3000フランの月額最低賃金の実
現などであった。しかし，2003年度の賃金交渉で
は，スイス経済の悪化にともない，これまでよりも相
当に要求が後退した。ほとんどの産業で，賃金要求を
実現することが出来なかった。平均で 0.9％という低
めの妥結水準も，医療保険や年金の掛け金の値上げに
よって 0.6％まで引き下げられた。（23 EIRR 365）
2004年度の賃金交渉では，過去数年と同じく，労
働側は２～3％の賃上げ要求を行ったものの，ほとん
どの産業で平均的な妥結水準は 2％程度にとどまっ
た。賃上げの多くは 2％程度であったが，中にはこれ
を超えるものもあった。しかし，多くの妥結内容には
自動的な賃金の物価調整が含まれていなかった。
（SGB 2004）
２．雇用保障
（1）失業保険制度の改革
スイス連法政府は 1992年秋に失業保険制度の改革
案を発表した。この改革案は 1993年 4月からの施行
を予定している。この改革案では，失業保険金の受給
期間が，これまでの最長 300日から 400日に延長され
る。しかし，保険金の受給日額は，これまでの平均賃
金の日額の 80％から 70％に減額される。失業保険金
の受給期間の延長は，スイス労働組合総同盟も積極的
な評価を行っているが，受給日額の削減については，
多くの失業者の生活を破局に導くことになるとして懸
念を示している。なお，政府は困難な事例について例
外措置を講じることを約束している。（11 EIRR 227）
この失業保険制度の改革により，失業者 4人に 1人
が影響を受けることになるが，年間で失業保険制度の
予算が 2億 3000万フラン節約されることになる。そ
れでも，失業者数の急増により，失業保険制度は 20
億フランの赤字を出すことが予想されている。労使で
保険料の増加分を負担することになるが，使用者側
は，保険料率の引上げに強く反対した。
連邦議会は，失業者に紹介された仕事の賃金が，受
給中の失業手当の水準を下回る場合でも，就職すべき
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であるとした。これまでは，失業者は紹介された仕事
の賃金が，受給している失業手当と同額以上であれ
ば，就職すべきことを期待されるだけであった。一方
で，追加的な優遇措置として，失業保険制度は最長 6
カ月まで，失業手当の受給額と新たに支払われる賃金
の差額を補填することになった。（12 EIRR 231）
連邦政府は，失業手当の支給方法の変更を行い，失
業者を労働市場に再度統合するための政策を発表し
た。これは，1995年 6月段階で 4％に達していた失
業率を引き下げる施策の一つである。失業手当を受給
するための待機期間が 5日間とされ，手当の上限額も
9万 5000フランとされた。また，受給期間も変更さ
れ，150日から 400日となり，障害者及び退職年齢ま
でに後 30か月以内の高齢者は 520日まで延長される
ことになった。労働市場への再統合を促進するため
に，各州の政府は，職業経験の機会や訓練コースを 2
万 5000人分用意することになった。（11 EIRR 261）
（2）雇用と賃金のトレードオフ
1996年には，賃金の引下げが多くの産業部門に広
がり，雇用保障と引き換えに賃金の引下げがなされる
ようになった。スイス航空はパイロット組合との間
で，ストなし条項と 5％の賃金引下げを含む新たな労
働協約を 1996年 7月に締結した。パイロットの飛行
時間は，これにより 4分の 1増えて年間に 600時間と
なった。また予定している 6000万フランの経費削減
が実現できなかった場合は，1997年度も賃金の引下
げがあり得るとする内容になっていた。この見返りと
して，スイス航空は 3年間にわたって 950人分のパイ
ロットの雇用を保障することになった。（13 EIRR 271
Aug 1996）
建設産業においては 1996年に労働組合と使用者団
体との間で「投資と雇用に関する協定」が締結され，
職能と雇用を確保するための労使間の合意が形成され
た。この協定で定められた全ての措置が実施される
と， 5万人分以上の雇用が維持されることになる。こ
の協定は建設産業の 27万 2000人の労働者のうち， 1
万 6300人が失業している危機的な状況に対処するた
めのものであり，連邦のレベルでの次のような政策発
動を呼びかけている。① 2万の雇用を確保するための
公共インフラに対する投資と，建替えを促進するため
の補助措置の実施。②民間部門での省エネ型住宅等へ
の建替え促進のための補助制度の設置。③建設投資促
進のための地方政府に対する特別助成の増加。
建設産業における労働者の熟練と技能を保護するた
めに，訓練制度の充実がはかられ，高度な訓練も受け
ることが出来るようになった。建設関係の労働組合
GBIの代表 Vasco Pedrinaは，建設業における雇用条
件の維持と改善をすすめるこの協定を歓迎している。
建設業における雇用と賃金の減退は，労働条件に悪影
響を与えるだけでなく，優秀な労働者か流出する結果
をまねき，全体とし建設産業の質的低下を生じること
になるとしている。（12 EIRR 274）
スイスの 1996年の賃金交渉では，労働組合は失業
の増大という文脈のなかで，剰員解雇の回避を義務づ
ける協定を締結するための交渉をすすめた。（30 EIRR
280）
郵便及び電気通信部門では 1996年度の団体交渉の
結果，新しい形の早期退職制度が労働協約の中に導入
された。その具体的な内容は次の通りである。①早期
退職は個別の労働者と使用者との間の合意に基づいて
実施される。②この場合，個別の労働者は少なくとも
19年以上の期間，年金保険料を納めていなければな
らない。③この早期退職制度の対象となるのは 1943
年以前に生まれた内勤者，郵便局管理者，郵便配達員
で 1997年６月末までに退職の意思表示をし，実際に
遅くとも 1998年末までに退職した者となっている。
④また，1941年以前に生まれた郵便局員で 1998年末
までに退職の意思を表明し，60歳に達したときに退
職する者もこの制度の対象となる。
時計産業では，労働者は退職前 2年間について，労
働時間を 20％短縮し，対応する賃金のカットするこ
とが可能になった。建築業でも 1996年末までに，早
期退職について検討を行う作業部会を立ち上げた。
（31 EIRR 280）
1997年度の賃金交渉で，労働側は賃金制度の弾力
化の進行を受け入れる見返りとして，使用者に対して
剰員解雇を避けるための譲歩を求めた。（Ackermann
1998）
電気通信産業のスイスコム社は，労働組合との間で
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1999年 5月に雇用の確保に関する協定を締結した。
前年 10月に同社は 2000年 12月から 4000人の余剰人
員の削減を実施する計画を発表している。労使間の交
渉で，2000年末の剰員解雇を回避するための施策を
盛ったプログラムが合意された。その内容は以下の通
りである。①早期退職を実施する。② 2000年 2月を
目途に週 4日 36時間労働のパイロットプロジェクト
を立ち上げる。③社内に職業紹介機関を設置する。④
50歳以上の労働者には特別な配慮と保護を行う。⑤
困難な事例が生じた場合に備えて救済基金を用意す
る。この協定の実施は，労使合同の委員会により管理
される。（29 EIRR 317）
（3）雇用安定計画
2000年１月に締結されたスイス国鉄当局と SEV鉄
道輸送労組との労働協約では，労働側が提案した経済
及び経営上の理由による剰員解雇を行わないことを保
障する条項が含まれていた。合理化に直面した場合，
労働者に対してはスイス国鉄の内外での空きポストに
対応できるようにするための転換訓練が行われる。
（13 EIRR 315）
機械産業大手のザルツァー社の労使は，リストラ計
画の実施にあたって，労使双方が雇用のセーフガード
に関与して行くとする共同宣言に合意した。同社のリ
ストラ計画は 2000年 9月に発表された。この計画で
は，多くの新規事業が含まれているが，およそ 4200
人の従業員に直接的な影響が及ぶことになった。この
計画が発表された後に，同社の経営陣，従業員代表及
び各労働組合の代表が集まり，リストラの影響を極小
化するための会議が開かれた。この交渉は 1月中旬に
妥結し，各当事者が雇用の確保に向けて努力する旨の
宣言をまとめた。
この共同宣言では，共通の目標を「スイス国内で可
能な限り多くの雇用を確保する事業者にリストラ対象
部門を売却する」ことにおいた。特に，この宣言は事
業の売却の条件について次のように述べている。①既
存の労働協約を尊重する。②関連の労働者代表組織と
協議する。③現行の雇用と採用の水準を維持する。④
全ての現行の製造部門を維持する。将来における変更
については，労働協約の規程に添って，すべて労働者
代表組織と協議する。⑤既存の福利厚生計画を尊重す
る。⑥年金制度を尊重する。⑦必要な場合には，従業
員の訓練及び再訓練を実施する。⑧見習工の訓練を重
視する。労使の当事者は，この問題に関する協力こそ
が労使間の紛争を回避する最良の可能性を提供すると
している。（13 EIRR 325）
スイスの使用者は，人的資源管理には長期的な視点
が重要であるとして，他のヨーロッパ諸国と同じよう
な剰員解雇の際の社会計画の立案義務の導入は考えて
いない。しかし，多くの若年者がグローバル化した産
業部門で失業していることもあり，この計画の導入に
関する圧力は，日々高まっている。エアスイスが
2003年時点で直面している問題は，前身のフラッグ
キャリアーであるスイス航空の譲渡によって発生した
が，大規模な剰員解雇に関連して発生した諸問題が国
民の注意を喚起することになった。破綻した企業自身
は社会計画に拠出することが出来ないことから，立法
によって他の者に社会基金への拠出を義務づけるべき
であるとする考え方も主張されている。（22 EIRR
357）
３．個人の成果に対応した賃金
（1）個人ベースの賃金引上げ
1992年の賃金交渉では，銀行や大手小売チェーン
のミグロは 4％の賃上げを提示したが，さらに 2％の
賃上げを個々人の成果を反映して実施する意向であっ
た。労働組合としては，労働者の賃金をインフレ率と
並行させる一方で，能力主義の賃金制度に基づいて
個々人に昇給を行うやり方には不満であった。その方
式では使用者側の力を益々強めることになる。（10
EIRR 217）
1994年の賃金交渉は，民間部門では個人の成果に
対応した賃金の引上げがはっきりしてきた。使用者
は，その意向によって，賃上げの 3分の 1を労働者個
人ベースで個々の成果に応じて実施できることになっ
た。バーゼル地域の化学産業の新協約は，0.5％のイ
ンフレ調整手当を支給するとともに，個人ベースで
1％の賃上げを実施することになった。
製造業では，企業レベルでの賃金交渉が行われてお
り，平均して 1.5～2.5％の賃上げで妥結している。労
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働者個人の成果に対応した賃金の引上げも協約の中に
盛り込まれており，ABB―ターボシステム社は一律
0.9％の賃上げに加えて，個人ベースの 0.7％の賃上
げを実施し，さらに 1000フランの賞与を支給した。
またランディス ＆ Gyr社は月額 50フランの賃上
げと職階に応じた定期昇給を 0.6％，及び優れた成果
をあげた従業員を対象とした 0.2％の賃上げを実施し
た。（11 EIRR 259）
1995年の賃金交渉は流通大手ミグロ社の 4万 8000
人の従業員を対象とする新協約では，一律 0.7％の賃
上げと個人の成果に対応して配分される 0.9％の賃上
げが決まった。
サービス部門でも，成果に見合った個人ベースの賃
金決定という傾向が見られた。例えば保険業のヴィン
ターツール社では，一定の職階に対応した賃率は成果
に応じて 20％まで変動が出来るようになった。化学
産業大手チバ社でも同じように 24％まで賃率の変動
を可能にしている。労働組合は生計費上昇分 3％の補
填とともに，生産性の向上分に伴う収益の配分を要求
している。（13 EIRR 264）
（2）労働側の抗議
化学産業の 1996年度に向けた協約交渉では，使用
者は賃金交渉の第１段階において，労働組合を排除す
るとともに，多くの部分を個人別の賃上げに移行する
ことによって，賃金面での弾力性を管理できるように
した。労働組合は，会社側が高い収益をあげながら，
その利益を労働者側に配分しようとしないことに抗議
するとともに，このような交渉のあり方を遺憾とし
た。労働組合はスト権確立のための投票を実施した
が，組合員の賛成投票は 25％に止まった。ロッシュ
社の支部では 1日ストを実施したが，労働者の広範な
支持は得られなかった。（13 EIRR 266）
放送部門では国営テレビ及びラジオ局が，1997年
度において 6500人を対象とした労働協約を廃棄し
て，交渉をより弾力的にしていく意向を明らかにし
た。当局は，放送市場の自由化に伴い競争が激化する
なかで，このような対応はやむを得ないものであると
している。労働組合は，このような動きが個人の成果
に対応した賃金とともに，賃金及び労働条件の地域的
な格差をもたらすことを懸念している。（13 EIRR
271）
化学産業では，バーゼル地域の労働協約において
1.3％の賃金の物価調整が行われたが，そのうちの
0.6％は個人の成果に対応した賃金の引上げとなっ
た。化学産業の EMS社では妥結した 1.2％の賃上げ
の全額が個人ベースの成果に対応したものだった。同
じく化学大手のロンザヴィスプ社は 2.1％の物価調整
による賃金の引上げを行ったが，そのうちの 1.1％は
個人の成果をベースとした配分を行うことになった。
小売業大手のミグロ社は個人の成果にもとづいて 1％
の賃金引上げを行うことで交渉を妥結した。一方，同
業のコープスイス社は個人ベースで成果に対応した
0.7％の生計費調整の賃金引上げを行った。エネルギ
ー部門でも 0.7～1.5％の生計費調整を含む賃上げ交渉
を妥結したが，その多くは個人の成果に対応した配分
を行うことになった。（30 EIRR 280）
スイスユニオン銀行のリポートによると，企業の 3
分の 2は個人の成果に対応した賃金の引上げを行う意
向であり，個人の成果に対応した賃金のウェイトが増
して，基本給の引上げを上回ることが多かった。（12
EIRR 288）
1997年度の賃金交渉では，使用者側の弾力的な賃
金制度の導入によって，全体としての賃上げというも
のが見えにくいものになってきた。労働側は賃金制度
の弾力化の進行を受け入れる見返りとして，使用者に
対して剰員解雇を避けるため譲歩を求めた。
賃金制度は一層弾力的なものとなり，個人の成果に
対応した賃金に関する条項が労働協約にとり入れら
れ，企業は賃金決定を個人単位で実施できるようにな
った。また，弾力化は賃金と企業業績を直接的に結び
つけた。サービス部門や大企業そして機械，化学など
の業種で特に支配的な傾向は，賃金交渉が企業単位で
行われるようになったことである。（1998 Acker-
mann）
（3）労働組合のリベンジ
スイス労働総同盟は実質賃金の引上げとともに，賃
金の引上げを個人ベースではなく集団ベースで行うこ
とを要求している。労働組合の狙いは，低い収入の労
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働者の賃金を引き上げることにより，個人ベースの賃
上げで拡大した収入の格差を是正することにある。過
去数年にわたり，個人ベースの賃上げが増えてきてお
り，また，個人と集団との間で賃金の乖離が生じてき
た。このような傾向は，化学及び機械の産業で顕著で
ある。
建設業における枠組み協定に関する交渉において，
労組 GBIは，使用者側の 40フランの 1次回答に対し
て，当初一律 200フランの引上げを要求した。1999
年 12月に 100フランの歩み寄りが見られたが，使用
者側は 2000年 1月に集団的な賃上げ分 80フランと個
人ベースの引上げ分を 30フランとする別の提案を行
った。これが労働組合の反発をまねき，連邦政府の調
停を経て 2000年 7月から全労働者を対象に月額 100
フランの賃上げという妥協が成立した。
化学産業でも労組 GBIは 1999年の賃金交渉におい
て 3～ 5％の賃上げを要求した。ロシュ社の労働側は
個人べースで 2.5％の引上げで妥結した。一方，CSC
社はインフレ調整分 1％含む，1.8％で妥結した。BL
社の労働側は 1.5～1.9％の集団的な賃上げを 500フラ
ン～1000フランの賞与とともに受け取った。CILAG
社の労働側は個人ベースで 1.5％の賃上げとインフレ
調整分 1.2％の引上げで妥結した。
ノヴァルティス社の賃金交渉では，労働組合は
3.5％の賃上げを全体として要求しており，そのうち
1.5％は集団的な賃上げ部分とし，2％を個人ベース
の引上げとした。しかし，経営側の回答は 1.75％プ
ラス成果に対応した賞与の支給というものであった。
労組はこの回答を拒否し，2000年度には 3分の 2を
集団ベースで支払うことを要求した。成果対応型の賃
金ベースの下で過去 3年間に労働者の 4分の 1が昇給
していなかったことを遺憾とした。
機械産業でも， 1％から 3.5％の賃上げが行われ，
多くの交渉は 1.8～2.5％の間で妥結した。交渉におい
て，賃金の引上げは集団ベースまたは個人ベース，あ
るいは，その組合わせという形態をとるが，ドイツ語
圏においては後者が支配的であった。（30 EIRR 317）
（4）個人ベースと集団ベースの分立
1999年の賃金交渉では，個人ベースの賃上げと集
団ベースのそれのと分立は機械産業の企業協約におい
て顕著である。Ascom社では一律の賃上げは 0.8％で
あったが，労働者の 3分の 2はさらに個人ベースでの
賃金の引上げを受けていた。WIFAG社では労働側は
個人ベースで 1.7％の賃上げに合意した。また Sulzer
社では個人ベースの 1.2％の賃上げと賞与の支給で合
意している。Rieter社では一律 450フランの賃上げと
個人ベースでの 1％の賃上げ及び賞与の支給で賃金交
渉を妥結した。Tornos―Bechler社では一律 1.1％の賃
上げと個人ベースの 0.4％及び企業収益に対応した賞
与の支給で合意している。
機械関連では時計製造業で，一律 0.9％の賃上げを
行った。これは実質で月額 41フランの引上げに相当
する。組立工を対象とした協約では 1.2％または 50
フランの賃上げを会社が選択して実施することになっ
た。金属労組 SMUと電子機器製造関係の使用者団体
との交渉は 1.2％の賃上げと個人の成果に対応した賞
与の支給で妥結した。一方，碍子製造業では一律 1％
最低額 50フランの賃上げで合意した。
地方公共交通では，81件の労働協約のうち 8割ま
でが賃金の引上げを定めている。賃上げは 0.5％から
3％の範囲で行われ，多くは 1～1.8％の間にある。
多くの協約は一律の賃上げを定めているが，集団ベー
スと個人ベースの賃上げを組み合わせる協約の数も急
速に増えている。前年度の 1998年と比較すると企業
収益に対応した賞与という形での賃金の引上げは減る
傾向にある。
小売及び食品業では，多くの賃金交渉は 1～2.5％
の賃上げで妥結した。この中で，ミグロ社の交渉では
個人ベースで 1～ 2％の賃上げが行われ，醸造業の労
働協約では賃金構造の調整分 0.4％を含む 1.2％の賃
金の引上げがあった。コープ社の協定では 1.5％の賃
上げが行われたが，そのほとんどは個人ベースであっ
た。（31 EIRR 317）
2000年度の賃金交渉では，賃金の引上げは一律の
賃上げと個人ベースの賃上げを合わせたものが多く，
特に個人ベースの賃上げは化学産業では支配的であ
る。個別賃金の領域では，今もなお増加の傾向にある
が，2000年度にはこの傾向が若干弱まった。スイス
コム社やミグロ社などの企業では，個人ベースで賃上
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げが行われた。化学産業でも，個人ベースの賃上げが
行われた。（Ackermann 2001）
運輸関係の賃金交渉では，2000年にはスイス国鉄
の職員の 90％に対して，個人の成果に対応した 8％
の賃金の引上げが行われることになった。管理者層に
対して，さらに個人の成果に対応した要素を多く含む
ようになっている。（34 EIRR 329）小売チェーン大手
のミグロ社の労働協約は個人ベース及び一律分で 2.5%
～3.5％の賃上げを定めた。（36 EIRR 329）
スイスコム社の労働協約では，2002年から 3.7％の
賃上げを行い，そのうち一律分を 1.5％とし，個人ベ
ースの部分を 2.2％とすることになった。ミグロ社の
協約では 2002年 1月から 3.25％の賃金の引上げが行
われることになった。一律分は少なくとも 1.75％と
し，残りを個人の成果に応じて配分することになっ
た。。（12 EIRR 335）
化学産業では労組 GBIはノヴァルティス社との交
渉に失敗し，1997年から 2001年までの間，会社の意
のままに個人ベースの賃上げを容認してしまった。
（27 EIRR 352）そのため労働組合は賃金引上げの個人
ベース化を熱心に阻止しようとしてきた。2004年度
の交渉では，この観点から成功であったと SGBは評
価している。製薬大手ノヴァルティス社の労働協約で
は年間の基本給を 1300フラン引き上げている。（SGB
2004）
４．最低賃金
（1）最低賃金の適用
スイスの最低賃金は，団体交渉の制度を通じて確立
されている。これはオーストリアと同様である。しか
し，労働協約がカバーする労働者の範囲は相対的に狭
い。1991年の産業通商労働省の推計では民間部門で
59％であった。公的部門では賃金は団体交渉よりも
法律によって決まる。さらにスイスの交渉システムは
多様であり，産業別協約が支配的であるが，企業協約
も協約対象労働者の 11％をカバーしている。企業別
協約が定める賃率の方が優先される。
その上に，基幹的な金属産業の産別協約も通常は最
低賃金を定めることがなく，賃金決定は個々の企業と
その経営協議会が交渉することになっている。このよ
うな要素を考慮すると最低賃金を含む労働協約の適用
がある労働者は 100万人を超えないものと見られてい
る。これはスイスの全労働者約 350万人の３割に満た
ない数となっている。
連邦または州のレベルで，当局が労働協約を拡張適
用して，適法に当該地域の使用者及び労働者の全てを
適用対象として拘束する一般的拘束力宣言（Allge-
meinverbindlichkeitserklärung）を出すことの出来る
法規程が存在する。このような宣言を発出するための
条件として，協約当事者のすべてが，これを是認して
いることとと，拡張される協約が当該地域の労働者の
少なくとも 50％をカバーしていることが求められて
いる。概括的にスイスの労働者の 140万人が労働協約
の適用を受けており，その 4分の 1または約 34万人
は，この宣言により労働協約の拡張適用を受けてい
る。
（2）最低賃金の水準
銀行部門の最低賃金は 1994年当時で月額 2750フラ
ンであった。バーゼル地域の化学産業部門では最低賃
金は 4200フランとなっていた。最低賃金は年間の賞
与と関連して考えられべきものとされている。労働協
約の適用がある労働者の多くは「13か月目の賃金」
が支払われている。このボーナスは通常の場合，年末
に支払われる。
1994年当時，化学産業の新しい労働協約では賃金
に関する年次交渉と協約締結に至らなかった場合の争
議行為の可能性について規定している。労働組合は労
働協約のより広範な適用を求めている。労組は，州当
局が外国人労働者のための最低賃金を定め，それを全
ての労働者に拡張することも要求した。（28 EIRR
242）
フランス語圏の報道関係では，1994年末に最低賃
金が 12～14％引き下げられた。ドイツ語圏の同業種
でも高額に設定されていた最低賃金が年次休暇の延長
と引き換えに，7579フランから 6500フランに引き下
げられた。印刷業でも月次の最低賃金を 1995年 3月
から熟練工で 9.6％，見習い訓練を受けていな未熟練
者で 18.3％の引下げを行った。しかし，いずれの事
例も引下げは最低賃金だけで，実際の賃率には影響を
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与えていない。（12 EIRR 260）
（3）最低賃金の引上げキャンペーン
レストラン産業で 1998年 10月から施行された新協
約では，未熟練の訓練生の場合，初任給の最低賃金が
100フラン引き上げられ月額 2350フランの水準に達
した。また新規採用の熟練者の賃金は据え置かれ，月
額 3050フランに止まることになった。（12 EIRR 294）
1998年の時点で，接客業の労働者の 51％と小売業
の労働者の 33％が，月額の賃金が 3000フランを下回
っていた。このため労働組合は，2000年度から，こ
の部門の賃金水準引上げのためのキャンペーンを始め
ることにした。小売業の労働組合 Uniaと接客業の労
働組合 VHTLが行った調査では，これらの部門の労
働者の低賃金の状況が明らかになった。接客業では，
1995年から 1998年の間に 18ポイントも急増してい
る。比率においても女性が 56％と男性の 43％を大き
く上回っている。同じく，小売業においても，該当す
る女性の比率が 43％と男性の 10％を大きく上回って
いる。1998年にスイス労働総同盟はこのような低賃
金と闘う運動方針を機関決定した。労組 Uniaも 2000
年春の団対交渉で，この低賃金の問題を取り上げるこ
とにした。労組 Uniaは賃金月額の最低水準について
300フランの引上げをもとめ，これを少なくとも 2710
フランに増額することを要求している。労組 VHTL
は，すでに賃金の最低水準の引上げの取組みを始めて
いる。小売業大手コープスイス社は労働組合に対して
2001年 1月から全ての労働者の賃金月額を 3000フラ
ン以上とすることを確約した。1999年 12月からミグ
ロ社との賃金の最低水準に関する交渉が始まったが，
労組 VHTLは労働協約を締結していない他の小売業
者の反発に遭遇した。（12 EIRR 312）
SGBは 2000年秋の団体交渉における要求事項の中
に，月賃金の最低額を 3000フランとする要求を含め
た。（13 EIRR 322）
2000年度の賃金交渉で，SGBは一貫して低賃金の
問題に焦点をあててきた。スイス労働総同盟の賃金関
係の具体的な要求においても，賃金月額は最低でも
3000フランとした。
賃金の月最低額を 3000フランに引き上げる労組の
キャンペーンは，段階的にこれを達成するとした小売
業大手のコープ社やミグロ社の支援を得ることができ
た。ジュネーブの旅行業では賃金の月最低額は 3020
フランから 3200フランに引き上げられた。書籍販売
業の訓練生の賃金の最低月額は 3100フランとされ
た。民間の病院清掃を請け負う企業である ISS社では
2002年から全ての賃金の月最低額を 3000フラン以上
とすることにした。1998年から始まったこのキャン
ペーンは，今後も 3000フランを確保するために継続
される。（Ackermann 2001）
小売チェーン大手のミグロ社の労働協約は，2000
年に月賃金の最低額を徐々に 3000フラン以上に引き
上げることを決定した。2001年 1月から支給総額を
最低でも 3000フランとして，2003年 1月からは，月
額 3300フランに引き上げることになった。流通大手
コープ社の新協約も 2年間の有効期間で，2001年 1
月から発効した。新協定では月賃金の最低額を 3000
フラン以上として，13カ月目の賃金（賞与）を支給
することとした。（36 EIRR 329）
スイス労働組合総同盟は 2000年の交渉と同じく
2001年の交渉でも，1998年から始まった最低賃金額
に関するキャンペーンは大きな成果を挙げた。金属産
業でも，労働組合は月賃金の最低額を 3000フランに
引き上げることに成功した。小売及び食品関係の多く
の企業でも従業員はこの成果を享受することになっ
た。大手百貨店グローブスや煙草製造業などでも，交
渉に成功している。また，書籍販売業や観光業もこの
取組みに成功した。このうち観光業では，月賃金の最
低額が 2510フランから 3000フランへと 19.5％の引
上げとなった。しかし，山岳地域で新規に就労する未
熟練（採用後６か月まで）の労働者は低めの（10％）
引上げとなった。ジュネーブ州の農業部門でも，最低
額が 2640フランから 3000フランへと引き上げられ
た。この成功を受けて，スイス労働組合総同盟は全国
均一の月賃金の最低額を 3000フランとするキャンペ
ーンを強化することにした。
（4）労働の自由な移動と賃金ダンピングの阻止
時計産業において賃金の最低額を定めた労組
SMUVの新協約は特に重要である。2004年に EUと
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の間で労働の自由な移動が実現するが，それに伴って
発生が予想されている賃金ダンピングから時計産業を
守るために，この新協約は重要な役割を果たすと考え
られた。新協約では，この最低賃金は EU各国の出身
者との契約においても尊重されることになっており，
賃金ダンピングの「画期的な抑止力」になると期待さ
れている。この最低賃率は時計産業全体において，州
及び地域のレベルで熟練，未熟練の全ての労働者に適
用される。（Ackermann 2002）
製造業では，2001年度の労働協約の締結は少数に
止まっており，米国同時テロの影響もあり業績が不透
明なことから，交渉の実施時期を 2001年秋から 2002
年春に延期したところが多い。いくつかの企業では最
低賃金の改善とフラットレートの賃上げに成功した。
零細の事業所では低賃金に対する実質的な改善がはか
られた。職種と事業内容によって異なるが月額で 50
フランから 315フランの引上げが行われた。このよう
にして労組 SMUVの目標であった月賃金の最低額
3000フランが達成された。
情報通信産業のスイスコム社では，賃金の最低額が
年間で 800フラン引き上げられた。
小売大手ミグロ社は 2001年度の賃金交渉で月賃金
の最低額を 3300フランとし，遅くとも 2003年 1月に
は実施することとした。同じく大手コープスイス社で
は，正社員の月賃金の最低額を 100フラン引き上げる
ことで合意し，月額 4000フランとなった。未熟練者
の最低賃金は 3150フランとされ，さらに 2003年 1月
からは 3300フランとされることになった。百貨店大
手グローブス社では，最低賃金は未熟練者の場合，
5％引き上げられ 3150フランとなった。
観光業では熟練者の月賃金の最低額が 4％引き上げ
られ，未熟練者については 19.5％の引上げとなり，
2510フランから 3000フランになった。山岳リゾート
地域では経過措置として最初の 6カ月間は 10％の引
上げに止めることになった。（17 EIRR 341）
小売食品関係では賃金交渉は企業単位で行われてい
る。小売大手コープスイス社の交渉では労組 VHTL
は 4％の賃上げに成功した。この中には 1.5％の一律
分が含まれている。小売大手ミグロ社では個々の店舗
ごとに 1.75～2.25％の賃上げが行われた。この中には
0.5％の一律分が含まれている。この産業における平
均的な賃上げは 1.5％をこえた。観光業では交渉は部
門ごとに行われ，労組VHTLは最低賃金を 3～ 4％，
月額にして 90～150フラン引き上げることを交渉方針
とした。この結果，2003年 1月から観光業の最低賃
金は未熟練の労働者で 3100フラン，山岳地域では 279
フラン，有資格者は 3500フラン，有資格の経験者は
4210フランとなった。（29 EIRR 352）
スイスは 2003年段階でも，全国レベルの最低賃金
制度が存在せず，使用者もこの導入を受け入れる考え
はない。それは，この制度がかえって失業を増大させ
るという考えを変えていないからである。使用者とし
ては賃金要求は労使の取引に委ねるべきであると考え
ており，産業の単位ごとに交渉が行われるべきだとし
ている。一方，スイス労働組合総同盟は 2002年も一
律月額 3000フラン以上の最低賃金を実現するための
キャンペーンを展開していた。すでに，印刷，小売，
観光などの産業で顕著な成果を納めているが，それで
もまだ労働者の 11％が 3000フラン以下の賃金で就労
している。その多くは女性であり，全女性労働者の
18％がこれに該当する。一方，男性の場合は 7％に
すぎない。労組のキャンペーンに対して，使用者側は
次のように反論している。ヨーロッパにおける最低賃
金の平均は，およそ月額 1800フランであるとして，
新規採用者や一時的な就労者の最低賃金を低位に保つ
ことによって経営のフレキシビリティーを維持すべき
だとしている。（22 EIRR 357）
サービス部門の新労組 Uniaは，産業全体によく機
能する労働協約を拡張して適用することによって，適
切な最低賃金の普及をすすめている。月賃金の最低額
を 3000フランとし，未熟練の労働者には 3300～3400
フランを，熟練者には 4000フランを最低でも支払う
ことを求めている。（15 EIRR 380）
スイス労働組合総同盟も 2004年度の賃金交渉にお
いて，3000フランの月額最低賃金の実現を掲げた。
月賃金の最低額を全て 3000フラン以上にする取組み
については，クリーニング業で顕著な成果をおさめ
た。初めての産別協約の締結により，この部門では今
や 3000フラン以下の賃金で働く労働者はいなくなっ
た。また，この最低賃金は，イタリア語圏のティッチ
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ィーノ州を除く全ての州の繊維産業でも達成された。
（SGB 2004）
結
スイス労働関係における賃金交渉の特質とその変容
について検討してきたが，その背景にはソ連・東欧諸
国における社会主義体制の消滅というパラダイム転換
と，その後のグローバリズムの席巻がある。本稿では
先ず，労働関係における賃金交渉の土台をなす経済的
な諸関係について労働経済的な視点からからの把握を
行った。次に，労働組合の連合体であるスイス労働組
合総同盟のナショナルセンターとしての賃金交渉の牽
引過程と，産業別交渉の経過を部門ごとに検討した。
その上で，スイスの労働関係における賃金交渉の特質
とその変容を明らかにしてきた。スイスの周辺のヨー
ロッパ各国と比較したとき，賃金交渉において労働関
係の安定を重視する伝統的な姿勢はなお堅持されてい
る。
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